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9 月2 日（土） 

12：00 ～  参加者受付開始（8号館2階ロビー） 

13：00 ～ 15：00 ラウンドテーブル（8207、9205、9209、9210） 

15：15 ～ 17：15 書評セッション（9417） 

17：30 ～ 19：00 交流会（7号館カフェテリア） 

 

9 月3 日（日） 

9：00 ～  参加者受付開始（8号館2階ロビー） 

10：00 ～ 12：30 個人発表 

（8207、9205、9209、9210、9301、9302、9307） 

12：50 ～ 14：00 総会（9417） 

14：30 ～ 17：00 シンポジウム（9417） 

17：00 閉会 
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保育の質を考える 

―保育者の専門性の観点から（２） 

企画者・話題提供：鵜沢由美子（明星大学）、田口久美子（和洋女子大学）、太田由加里

（日本大学）、上野恵子（中野区子ども教育部）  

司会：鵜沢由美子（明星大学） 

企画趣旨(目的) 

2022年、全国の保育所における待機児童数が統計史上最少となった．保育の「量」から「質」への

転換が求められている。今年度私たちは、保護者や同僚保育士などから評価を受け、専門性が高いと

思われる保育士・学童保育指導員・その保育について語ってくださる方々にインタビューを重ねてい

る。そこで得られた知見をもとに、ラウンドテーブルで議論を深めたい。 

話題提供 

① 保育の質の向上と「保育士の専門性」―保育政策との関連で考える（上野恵子）

「子ども未来戦略方針」（令和 5 年 6 月閣議決定）には、幼児教育・保育について質の向上へと政

策の重点を移すこと、その一つとして職員配置基準の見直し、保育士等の更なる処遇改善の検討が盛

り込まれた。保育士は、在園児への教育・保育の提供だけでなく、保護者支援、地域の子育て支援に

もその専門性を発揮することが求められている。保育士の専門性と保育政策について話題提供を行う。 

② 専門性が高いと思われる保育所保育士のインタビュー調査で見えてきたこと（鵜沢由美子）

対象者について、次のことが指摘できる。１）子どもの主体性を重んじ、一人ひとりをよく観察し

て向き合う保育をしている。２）資格を取得する過程で学ぶ、子どもたちの発達保障を支える保育の

専門的知識は、日々の保育実践の中で裏付けのあるものとなっており、研修も有効である。３）子ど

ものみならず同僚、保護者との関わりで学びあい、共生共感力を高めていることが見て取れる。 

③専門性が高いと思われる学童保育指導員のインタビュー調査で見えてきたこと（田口久美子）

学童保育は 1997 年に法制化されたものの、学童保育運営指針が打ち出されたのは 2015 年であり、

学童保育の整備や資格にかんする制度・運用は、保育所に比べかなり立ち遅れている。今回は、法制

化以前に東京都特別区に入職し、学童保育に長年関わった 2名の指導員からの聞き取りをもとに、学

童保育指導員の専門性について、資格や子ども・保護者・地域との関わりなどから話題提供を行う。 

④保育士に求められる役割の多様化と今後の課題‐インタビュー調査で見えてきたこと（太田由加里） 

保育士に求められる役割は、子ども一人ひとりの主体性を尊重した保育を主として、保護者・地域

と連携した子育て支援、災害時や感染時の対応など多様化している。さらに今後、「こども基本法」に

見られるように子どもの権利や子どもの意見を重んじ、それぞれのキャリアに応じた研修や個々の専

門性が求められている。インタビュー調査から見える保育士の役割と今後について話題提供を行う。 

ISGS2023年大会 
ラウンドテーブル
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デジタル時代におけるジェンダー・メディア・カルチャー 

近年の研究動向と新たな理論・アプローチ 

企 画 者： 田中洋美（明治大学） 

話題提供者： 加藤穂香（国際基督教大学大学院)・関根⾥奈⼦ (大正大学)・ 

高橋香苗（名城大学）・⽥中洋美 (明治⼤学) 
司   会： 花野泰子（東京女子大学） 

企画趣旨(目的) 

新たなデジタルテクノロジーの急速な普及は、報道から娯楽に至るまで、メディアのあり方を大き

く変えてきた。新しいメディアやそれに関わる文化が生まれているが、様々な研究が示すように、性

別・性的指向・人種・階級などの差異やそれにまつわる格差・抑圧・権力の問題は形を変えて再生産

されている。他方で、近年、新たな研究アプローチも生まれており、この分野の研究に新たな地平が

切り拓かれつつあるが、同時に、現在進行形の状況を研究することや多種多様な研究動向を把握する

ことの難しさもある。 

本セッションでは、メディアとカルチャー分科会（旧メディアとジェンダー分科会、

https://isgsmag.wixsite.com/website）メンバーの研究を例に、現代デジタル社会におけるメディア／文化

のジェンダー分析の新たな展開やその研究意義・方法について考える。 

話題提供 

１）音声配信メディアとフェミニズム（加藤穂香）

２）VTuber とジェンダー規範（高橋香苗）

３）人工知能とジェンダー（田中洋美）

４）AR スポーツと身体（関根里奈子）

議論 

以上を踏まえ、新たなメディア／文化の生成がどのような特徴を持ち、どのような問題を孕んで

いるのか、またこうしたメディア状況について研究するにあたり、どのような研究・視座が重要な

のかを議論する。 

ISGS2023年大会 
ラウンドテーブル

9月2日（土）13：00～15：00 
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      天野正子の生活思想  
       -「フェミニズムのイズムを超えて」から「＜老いがい＞の時代」まで- 

                      現代生活学とジェンダー分科会 

 

企画者：  上村協子（一社 現代生活学研究所） 

司会：   萩原なつ子（国立女性教育会館） 

話題提供者：上村協子・奈良玲子(和洋女子大学) 

 

現代生活学とは何か ２つのアプローチ 

『「生活者」とはだれかー自律的市民像の系譜』（1996年中公新書）など「生活者研究」を展開し

た天野正子（1938 年-2015 年）は、２つのアプローチで現代生活学を提示した。 

 

（１）現代生活学の定義というアプローチ 

第 1 のアプローチが現代生活学の定義である。試論「家政学」から「生活科学」へ、そして「現代

生活学」へ（2013 年 9 月 5 日）として天野は現代生活学の定義を示し、日本の家政学と新たな現代

生活学の関係性や双方の違いを明らかにする基盤をつくった。国際ジェンダー学会 2016 年研究大会

でのラウンドテーブルにて報告したように、現代生活学は「生活者の視点」と「持続可能」を特徴

とする。天野の定義の背景にある①女子大学と家政学・家政教育、②日本家政学会家政学原論部会

における生活主体・生活者の整理、③SDGｓポジションステートメントの議論、④天野が学長をして

いた東京家政学院大学大学改革を組織した前任の学長兼理事長である法社会学者利谷信義との違い

などを整理することは今後の検討課題としたい。 

（２）生活思想というアプローチ 時代経験 

第 2 のアプローチが、生活思想である。高校教師時代から「思想の科学」研究会に参加していた天

野は、そこでの雑談から多くの刺激をうける。28 歳で高校を退職し東京教育大学大学院文学研究科

（社会学専攻）に進学し、間宏、中野卓の影響をうけつつ、自分の子育て経験を踏まえ、金城学院

大学教員時代に『第三期の女性ーライフサイクルと学習』（1979 年学文社）『転換期の女性と職業』

（1982 年学文社）などの単著をはじめ多くの共著を出版する。 

『フェミニズムのイズムを超えてー女たちの時代経験ー』（1997 年 岩波書店）には、1988 年に

書かれた「働かされ方から働き方へーワーカーズ・コレクティブの実験」から、出版にむけて書き

下ろされた「つきあい」の戦後史ーサークルとネットワークの創造力まで女性の時代経験に関わる 6

編の論文が納められている。本書のあとがきに天野は次のように書いている。 

いまフェミニズムは、イズムとして「思想と運動」の理論化と体系化に忙しい。・・しかし、それ
と同時にフェミニズムは・・思想に方向性をあたえる思想以前のエートス（行為の原動力）として、
女たちの経験を丹念にくみあげていく、方法としての「現場」の発想を手放してはならない。「現
場」の発想とは、いいかえればロウ・アングルの視点設定である。(pp.289-290） 

この現場の発想こそが天野が生活概念の強みとした《内在的》《当事者性》に関わる部分である。 

 

（３）だれもがみんな老いていく「われ感ずる、ゆえにわれあり」の世界  

天野は、『老いへのまなざし』（2006年平凡社）などで近代が見失った現場の発想を老いの近代に

対抗するものとして丹念にとりあげていく。老いと死という非合理性から出発し、老いの「人間ら

しさ」を一元的な価値体系から解き放つ、ライフコースをとらえる視点をとりもどすことに注力す

る。そのための現場の発想として、『〈老いがい〉の時代ー日本映画に読む』（2014 年 岩波新書）

では、ロウアングルに<老い〉と〈老いがい〉を日本映画に問う。だれもがみんな老いていくなかで、

老いを有能・無能という一元的な価値から解放した〈老いがい〉の世界を個人性から社会性へ広げ

て日本社会の全体像をみようとする。2015 年 4 月天野は『戦後思想の名著 50』（2006 年平凡社）な

どを検討するように示唆した。その現場の雰囲気を少しでもラウンドテーブルで共有できればと願

っている。 

ISGS2023年大会 
ラウンドテーブル

9月2日（土）13：00～15：00 
＜9209＞
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排除＆包摂：性・生の政治 

企画者：洪毓謙（国際基督教大学ジェンダー研究センター） 

話題提供者：文可依（東京大学大学院総合文化研究科表象文化論コース）・張洋宇（東

京大学大学院総合文化研究科表象文化論コース）・魏韻典(東京大学大学院総合文化研

究科言語情報科学専攻) 

司会：清水晶子（東京大学大学院総合文化研究科表象文化論コース） 

企画趣旨(目的) 

ネオリベ的な国際政治経済現状において、規範に適合しないとみなされる生が主流社会に排除され

たり、取り込まれたりすることで、抵抗の可能性を失うことがある。本ラウンドテーブルのでは、

より多くの生が生きられるポリティクスを求めるために、常に規範を挑むクィア・フェミニストの

視点から、特定な生の排除・包摂問題を批判的に考察し、各発表者による様々な事例を通じて「排

除と包摂」をめぐる性・生の政治を考えたい。

話題提供 

 このラウンドテーブルは、以下の四つの話題提供をもとに議論を展開する。 

 洪の報告は、近代科学により排除されてきた身体及び生／性を念頭に置き、ファイザー社の

「Science will win(科学は勝つ)」を事例として取り上げ、フェミニスト科学論の視点から議論を展

開する。「ポストコロナ」で呼ばれる現在、あえてパンダミックという「危機」を直面する際に、

サバイバルするために「危機」を管理・解決しなければならない中、誰の生を前提としているのか

という問題を批判的考察し、そのダイナミックな関係を明らかにする。

 文の報告は、1980 年代と 90 年代の中国の学術界における女性学・ジェンダー研究の展開に焦点を

当てた考察である。本発表では、女性学・ジェンダー研究の運動と「中国/西洋」「ナショナル/グ

ローバル」といった二項対立を生み出す「国家をめぐる線引き」のプロセスとの関係に注目してい

る。このプロセスにおいて、どのような知が生産・再生産され、そして、どのような知が見落とさ

れたかを探究し、その知の生産、流通や欠落と、その背後にある力関係がいかに線引きの実践と絡

み合っているかを明らかにする。

 張の報告は、映画『黒衣の刺客』（侯孝賢監督、2015 年）をクィア・フェミニズムの視点から分析

する。『黒衣の刺客』は唐の時代を舞台にした物語でありながら、現代性を強く打ち出した作品と

して評価されている。主人公は幼少期に家を離れ、自然環境に象徴される家父長制社会の外側で侠

女として育ち、刺客として主流社会に戻り、感情や欲望を味わい、罠や陰謀に立ち向かうが、最終

的にその社会の枠組みに溶け込むことなく、再び出奔する。本報告は、主人公の人物像やと主流社

会の内外における諸関係を分析し、『黒衣の刺客』がどのようにオルタナティブな女性性を描写し、

それによって規範的なジェンダー役割や異性愛的再生産に基づいた未来への約束に挑戦しているか

を検証する。 

 魏の報告は、津島佑子の『ヤマネコ・ドム』における語りを対象として考察する。『ヤマネコ・ド

ム』では、複数の主体の間に逡巡する語りの仕掛けを通して、原子爆弾投下から原発事件に至るま

での、国家規模の暴力によって傷つき破壊される存在に寄り添う姿勢が読み取れる。しかしここで

は、情動の反復、模倣、呼びかけによって紡ぎ出された情動的共感装置は、目に見える傷を背負う

者が、目に見えない傷を抱え込む者の語りを包摂し、排除してしまう論理が潜んでいることを指摘

する。さらに、『ヤマネコ・ドム』の語りに次々と現れてくる暴力的な出来事は、情動的共感装置

をいかに撹乱し、目に見えない傷を負う「普通の市民」として位置付けられる者の物語をいかに現

前化するのかを明らかにする。

ISGS2023年大会 
ラウンドテーブル

9月2日（土）13：00～15：00 
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書評セッション 

江原由美子著 

『持続するフェミニズムのために グローバリゼーションと第二の近代を生き抜く理論

へ これからのジェンダー平等』（有斐閣 2022） 

登壇者：江原由美子（東京都立大学名誉教授） 

コメント：菊地夏野(名古屋市立大学)・児玉谷レミ(一橋大学大学院)

企画・司会：山根純佳（実践女子大学） 

企画趣旨(目的) 書評セッション 

日本のラディカル・フェミニズム理論の第一人者江原由美子さんの新著の『持続する

フェミニズムのために グローバリゼーションと第二の近代を生き抜く理論』の書評セ

ッションを実施いたします。グローバル化、格差の拡大、雇用の不安定化といった社会

変動の中での 21世紀のフェミニズム理論の方向性を問うた本書の議論から、私たちは

何を学ぶべきでしょうか。本セッションでは、異なる世代の研究者のコメントと著者の

リプライを通して、今後のジェンダー研究・フェミニズムのあり方を考えていきます。

コメンテーターには、本書で取り上げられているナンシー・フレイザーの翻訳を手が

け、フェミニズムとネオリベラリズムの共振に警鐘を鳴らしている菊地夏野さん、ジェ

ンダー研究が大学で制度化された以降にジェンダー研究の道を歩み始めた世代から、児

玉谷レミさんをお呼びいたします。またディスカッションでは、フロアのみなさんから

の本書への感想やコメントなどを出していただき、自由な意見交換の場にしたいと思い

ます。セッションは以下の構成になります。 

司会者挨拶・趣旨説明（山根純佳） 

コメント１ 菊地夏野さん

コメント２ 児玉谷レミさん

リプライ  江原由美子さん 

ディスカッション  

＊本書の内容については詳細な報告はありませんので、読まれた上でご参加いただく

ことをお勧めいたします。 

ISGS2023年大会 
書評セッション

9月2日（土）15：15～17：15 
＜9417＞
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パラグアイにおける学校給食実践のエスノグラフィー 

性別役割分業と女女格差に着目して 

 

橋口奈奈穂（横浜国立大学大学院） 

 

研究背景・研究目的：南米パラグアイ農村部では、植民地時代にスペインから持ち込まれたマチスモ

（男性優位思想）やマリアニスモ（女性は夫ないし家長に従順であるべきだという考え）などがあり、

性別役割分業が認められる。一方、都市部では女性の高学歴化が進んでいるが、女性の学歴が男性よ

りも高い場合でも女性の賃金は男性より低い傾向にある。 

 学校給食は 19世紀末から 20世紀初頭に、戦争や貧困による飢餓から子どもを救うために実施され

始め、現在も子どもの救貧対策として世界各地で提供されている。他方で、近年の国際協力において、

学校給食は南アフリカの事例から女性の雇用創出による救貧支援としても注目されている。なぜなら、

学校給食の実施により、新たに雇用される調理員や配送業者などの食品を扱う仕事は、女性が従事す

ることが多いからである。パラグアイにおいては、2014年より初の学校給食に関する法律が施行され

た。しかし、パラグアイの学校給食に関する法律は子どもの救貧に焦点を当てている。 

 報告者の修士論文では、パラグアイ南東部の農村部に位置する幼小中一貫校（以下、L 校）におい

て、予定献立とは異なる学校給食が提供される経緯について明らかにした。また、修士論文執筆のた

めの調査において、当該地域の学校給食を受託した会社では、学校給食実践に携わる配送員は全員男

性であり、調理員と調理補助員は全員女性であるという性別役割分業があり、賃金差が確認された。

また、同じ時間働く調理員と調理補助員の賃金には、倍以上の差がみられた。本報告では L校の事例

から、調理員と調理補助員はどのような経緯で学校給食実践に携わるようになったのか。また、彼女

たちは何を重視し、学校給食実践を行っていたのかについて分析・考察することを目的とする。 

研究方法・調査について：研究手法として、エスノグラフィーを用い分析した。現地調査は、2022年

8～10月にインタビューを実施した。なお、不足するデータは、報告者が JICA海外協力隊として行っ

た 2017～2019 年の活動・調査記録を JICAより許可を得て使用している。本報告では、L 校で実施さ

れた 2017年から 2019年までの 4年間の学校給食を中心に分析・考察を行う。 

調査結果と分析・考察：L 校において勤務していた調理員と調理補助員らは学校から徒歩 5分圏内に

居住しており、市役所や L校の職員に依頼されたことをきっかけに学校給食作りに携わるようになっ

た。調理員と調理補助員らは、自身らが作った学校給食が評価されることや子どもたちのために働け

ることに喜びを感じており、機会があればまた学校給食作りに携わりたいと述べた。また、賃金差や

業務内容に関する不満は語らなかった。調理員と調理補助員らは、子どもたちへの愛情から労働者と

して求められる以上の手間や工夫を凝らし、学校給食実践を行っていた。調理員や調理補助員らの原

動力となっていた子どもたちへの愛情は、ジェンダー化された意識が影響している可能性がある。 

ISGS2023年大会 
個人発表【第1グループ】

9月3日（日）10：00～12：30 
＜8207＞
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子どもに対するケア及び教育の実践面におけるジェンダー差 

 

 

仁科薫（大妻女子大学人間生活文化研究所） 

 

1． 本研究の目的・方法 

近年、日本における子どもの育児及び教育をめぐる社会学的研究では、社会階層による実践の相違

が重要な論点になっている。例えば、松岡亮二は『教育格差』（ちくま新書，2019年）において、Annette 

Lareau による先行研究に依拠しながら、「意図的養育」と「放任的養育」を区別し、子育てが社会階

層によって異なることを説明している。そして松岡は、日本においては子どもの教育をめぐって、「総

じて、高学歴の親は早い時期に行動を起こし、その差は子が大きくなるにつれて拡大している」こと

を明らかにしている。松岡が指摘している「意図的養育」を実践する家族の姿は、天童睦子が論文「育

児戦略と見えない統制」（『家族社会学研究』25(1):21-29，2013 年）で論じた「再生産戦略の個人化」

へと方向づけられている家族の姿を裏付けるものであると考えられる。本研究では、ケアや教育をめ

ぐる先行研究の検討と、計量データの分析を行なうことを通して、育児及び教育をめぐる実践の現状

と、ジェンダー視点から見た時の特徴及び課題について明らかにする。ジョアン・C・トロントは『ケ

アするのは誰か？』（岡野八代〔訳・著〕，白澤社，2020年）において、ケアの四つの局面について論

じているが、教育をめぐっても、複数の局面（例えば関心を向けることと、時間を提供すること等）

を区別して捉えることは可能であると考える。そのため、特に本研究では、母親と父親で、育児及び

教育で関わる局面において差が見られるか否かに特に注目して分析を進めて行く。 

2． 結果・考察 

先行研究の検討と、計量データの分析を行なった結果、育児・教育にかかわる時間には、無視でき

ないジェンダー差が存在することが明らかとなった。経済的な負担をめぐる設問と比較しても、より

明確な差が出たのが教育をめぐる「時間」投資であった点が注目される。教育そのものには父親も関

心を持っている場合であっても、実働するのは母親、というケースの多さが示唆されたと言える。教

育の複数の局面をめぐって、親の関わり方にジェンダー差が存在することは、ジェンダー平等を達成

するという視点からも、社会階層による教育格差の解消という視点からも、課題であると言える。エ

スピン-アンデルセンは『アンデルセン、福祉を語る』（京極髙宣監修，林昌宏訳，NTT出版，2008 年）

において、高学歴の父親が子どもに割く時間を増大させていることが、社会的格差を広げると指摘す

る。彼は、父親の時間投資には「妻の夫に対する権力」が影響していることを指摘している。ここか

ら、一握りの親たちのみがジェンダー平等を達成するのではなく、より多くの親たちが達成できるよ

う支援していく政策が、教育格差の縮小にも資するという可能性が読み取れる。 

謝辞 本研究は科研費（21H00774）の助成を受けたものである。 

ISGS2023年大会 
個人発表【第1グループ】

9月3日（日）10：00～12：30 
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帰国したタイ女性の高齢期と「祖母役割」 

日本での経験とトランスナショナルな「ケア」 

 

新倉久乃（和光大学） 

 

本報告は、「国際移動の女性化」の潮流の中で来日し、30 年近くを日本で暮したタイ女性が、母国

タイへ帰国後に果たす「祖母役割」について考察する。壮年期を日本で過ごした女性が、本帰国した

タイで、その経験をどのように生かしながら高齢期のライフプランを再構築するのか、ジェンダーの

視角から「祖母役割」とトランスナショナルな「ケア」の関係を明らかにしたい。 

高齢期の女性にとっての「ケア」は、孫の世話という「ケアを担う」能動的な祖母役割の側面と、

加齢による機能の低下に対して家族の支えが必要になる「ケアされる」受動的側面をもつ。それに国

際移動が加わると、家族のケアには、国境を挟んだネットワークや海外生活で獲得した経済的基盤の

利用も関わってくる。これまでのタイにおけるケアや高齢化の研究では、都市で働き続ける女性の子

育てを担う「祖母役割」や、高齢期の社会教育や宗教活動が取り上げられてきた。また、タイ社会の

急速な高齢化に対応する介護システムの研究も進んでいる。しかし、タイの経済成長を海外で支えて

きた女性たちが、タイに生活の拠点を移して迎える高齢期に焦点をあてた研究は少ない。国際移動と

高齢期の研究は、シバ・マリヤム・ジョージが、壮年期に米国で就労したインド女性を対象に、女性

が高齢期の定住の地を選択する要素として、インドと米国で果たす女性のジェンダー役割を分析した。

この研究では、女性が国際移動の経験によって、高齢期というライフステージに自分が望むジェンダ

ー役割を選択するという点が明らかになった。 

そこで本報告では、高齢期に果たすジェンダー役割に、国際移動の経験がどのような影響を与える

のかを「祖母役割」から考察する。壮年期に日本で暮し、高齢期はタイで経済的に自立している娘の

もとに戻ったタイ女性の事例を通して、以下の二つの点に着目し、親子関係の中で能動的に果たそう

とする「祖母役割」を分析する。はじめに、タイ女性に期待される家族の世話と経済的責任という二

つのジェンダー役割が、祖母となった時にどのよう変化するのかを考察する。次に、祖母として果た

す経済的責任に対して、壮年期に培った日本とタイの間のトランスナショナルなタイ人ネットワーク

や経済的基盤をどのように利用するかという点に注目する。これらによって、日本での経験をもとに、

「祖母」として娘や孫へ経済的支援を含む能動的なケアを提供するライフプランの再構築と、家族の

中でジェンダー役割の変化を明らかにする。 

＊本報告は、2022年国際ジェンダー学会研究活動奨励賞「タイ女性の高齢期のライフプランへの来日

経験の影響：在日タイ女性と帰国したタイ女性の語りから」と、JSPS 科研費 19J13711「在日タイ女

性のトランスナショナルな定住と高齢化―ライフコースと移動に注目して」（2019～2021 年）の助成

による研究成果の一部である。 
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ジェンダーに敏感な福祉はどのように実現するか 

－東北タイの事例から 

 
江藤 双恵（獨協大学） 

 
 ジェンダーに敏感な福祉の実現というテーマで検討すべき論点の主たるものは、第１に、ケア活
動の配分や協働に関すること、第２に、選別主義的な福祉政策の対象者の選び方、支援のあり方、
第３に、対人業務の担い手の資質、そして、第４には、運動やNGO が果たす役割となろう。 
 これまで、国や地域によって福祉国家の類型にはいくつかのパターンがあることが明らかにされ
てきた。同時に、家族福祉の衰退や変容、すなわち、もっぱら女性によって無償で提供されてきた
ケア活動を、代替化、外部化、協働化する仕組みづくりも国や地域によって多様であることが判明
している。近年では、韓国など後発福祉国家の特徴に関する関心も高まり、先進国とは異なる経路
（いわゆる「圧縮された近代」）での発展に伴う社会の変化に応じた施策が求められていることな
どが指摘されている。そうした後発福祉国家に関する研究成果から先進国が学ぶものは少なくない。
本報告では、近年、福祉国家へ向かおうとするタイを事例にあげ、ジェンダーに敏感な福祉が実現
し得る条件について考察し、日本の施策への提言となる部分を抽出したい。 
タイは、今や中進国と見なされるようになったが、IMF 推計による 2023 年の名目 GDP は 5,742

億ドルと、日本の 4 兆 4,100 億ドルの 12 パーセント程度である。人口１人あたりで比較しても、ま
だ 4 倍の差がある。そのような発展段階において、高齢化社会突入（2002 年）から高齢社会（2022
年）への移行がわずか 20 年（日本は 24 年）という速さで進み、人口構造が変化する国の福祉問題
には先進国とは異なる特質がみられる。ケアの協働、コミュニティ福祉といった、新自由主義的な
経済政策に舵を切った先進国とも共通のテーマが見受けられるが、後発福祉国におけるその実践の
あり方は先進国とは異なる。 
発展途上のまま高齢社会を経験する後発福祉国家に共通する課題は、近代的な社会保障制度にカ

バーされない貧困層、あるいはインフォーマルセクターの高齢者に対する支援のあり方である。女
性の方が長寿の傾向があるため、貧困高齢女性の生活保障が喫緊の課題として浮上する。階層間の
格差が著しく、高齢以外の脆弱性への対応の際もこれを無視できない。ジェンダー課題から見れば、
インターセクショナルな視点が不可欠ということになる。 
韓国では市民組織の役割の大きさが際立つが、タイの場合は、官製コミュニティ福祉が要となる。

特に、地方の農村では自治体に動員された地域住民ボランティアの役割が大きい。そのため、第一
線公務員の資質がジェンダー視点の導入の成否を決定する要件となる。また、タイの農村社会では、
ケア役割は女性のものと考えられてはいるが、共働きが前提であるだけでなく家族内に複数の女性
がケアの担い手として存在することも多い。報告者の調査地では、地域住民ボランティアや公務員、
女性グループなどを介した女性の相互扶助ネットワークが機能している。無許可の外国人労働者や
無国籍の少数民族、労働統計に捕捉されない性産業従事者なども、このようなネットワークにアク
セスできると何らかの扶助の対象となるが、そのような人はごくわずかであり、多くは人権を脅か
されている。仏教を基盤とした共通善が福祉社会の醸成を促す期待はいまだ大きいが、他方、ネオ
リベラルな価値観によって、それも揺らぎつつあるという面がコロナ禍によって露呈している。 
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政治参画と女性性の表象 

―クォータ制導入社会・ネパールを事例として－ 

幅崎 麻紀子 （アール医療専門職大学） 

女性の社会参画は、20 世紀を通して各国で確立されてきた。かつて、労働の担い手でありながら

私的空間内のインフォーマルな活動に従事してきた女性たちが、国や地方自治体などの公的セクタ

ー、NPO や企業にて活躍しつつある。女性たちの公的セクターへの進出とその活動を後押ししたの

が、社会参画におけるジェンダー格差を是正するためのポジティブアクション、すなわち、ジェン

ダー・クォータ制である。1990 年代以降、女性の政治参画を促すため、女性候補者数や議員数に

一定の枠を設けるジェンダー・クォータ制の導入が進み、数字の上では女性の政治参画が進んでい

る。政治分野に参画する女性が増えたことは、これまで、女性の視点が欠如しがちであった政策に、

女性を対象とした施策を盛り込むこととなり、成果が上がっている地域は少なくない。しかしなが

ら、多くの地域では、家父長制やジェンダー規範は公的分野においても根深く残っており、重要な

意思決定においては、依然として男性が主体となり、従来型の男性の論理で動いている。 

2006 年に内戦が終結し、2008 年に連邦民主共和国家となったネパールでは、民主主義の一環と

して、法律によりクォータ制が導入されている。中でも、地方の政治セクターは、市長（村長）、

副市長（副村長）、市（村）内の各行政区の長、各行政区から選出された 4 名の議員が担っている

が、地方選挙法では、各行政区から選出される議員 4名のうち 2名は女性でなくてはならず、その

うち 1名はダリット（カースト社会において不可触民として差別的な扱いを受けてきた人々）であ

ることが明記されている。また、各政党が選出する候補者は、市長（村長）か副市長（副村長）の

いずれかに女性候補者を立てることが義務付けられている。 

ネパールでは、2017 年に 20 年ぶりに地方選挙が行われた。2022 年 5 月には第 2 回地方選挙が行

われ、35,221 のポストのうち、14,445 人の女性が当選した。しかし、753 の市（村）長のポスト

のうち女性は 25 名、副市（村）長は 567 名であり、6,743 ポストの行政区長のうち女性は 69 名で

あった（NWC 2022）。この結果より、「男性がリーダー、女性はその補佐役」という構図が続いてい

ることが明らかとなった。特に、政党から立候補する場合、候補者として推薦されるためには、党

の支持が必要となるが、党の中枢は従来型の男性主導の構造で成り立っている。 

本発表では、ネパールの地方部で活躍する女性の政治家を事例に、ジェンダー規範に基づく女性

役割を巧みに利用しながら政治活動を行う女性の実践を明らかにするとともに、女性性の表象が必

要となる背景とその影響について考察する。 

※ National Women Commission (NWC) 2022 “Gender Equality and Social Inclusion in

Local Level Election 2079”。 
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性別二元論概念のねらい： 

ジェンダー・セクシュアリティ研究のながれ 

 

さいとう・まの（東京大学） 

 

近年、Ｘジェンダーやノンバイナリーという、「単に『つねに女ではない男』」でもなく「単に

『つねに男ではない女』」でもない性別の総称がよく使われる。しかし、これまでのジェンダーと

セクシュアリティに関わる問題へのマイノリティーからのアプローチでは、十分にＸジェンダーの

主体的な視座が取り入れられていない。 

本研究では、これまでのアプローチにおける性別二元論概念の使われ方を分析する。なお、性別二

元論概念を選んだのは、Ｘジェンダーが性別二元論と対立するとされることが多いからである。 

では、性別二元論概念はどのようなねらいのもとで用いられているのか。この問いに取り組むため

に、ジュディス・バトラー、江原由美子（えはら・ゆみこ）、堀江有里（ほりえ・ゆり）のそれぞ

れの著作を、ジェンダー・セクシュアリティ研究のひとつのながれとして分析する。 

分析にあたり、性別二元論概念を含む文章をそれぞれの著作から抜き出して並べ、それぞれの表現

から、性別二元論がどのようなねらいのもと、どのような意味で使われているのかを判断していく

という方法を採用した。ただし、文脈をその都度確認して読解することを繰り返した。 

三者の著作では共通して、性別二元論概念は、性別に関わる規範を批判的に名指すために使われて

いた。性別が三つ以上ではなく、二つであるべきだという考え方以外の意味もあった。 

バトラーは『ジェンダー・トラブル』において、男女の非対称的な関係を性別二元論と呼び、その

他の様々な要素を性別二元論と着かず離れずの関係に置いた。また、性別二元論を性別の実体モデ

ルの問題を隠蔽する装置とみなした。 

江原（えはら）は『ジェンダー秩序』において、人間にとって理想とされるあり方が一つではなく

二つあるという状況と、明確に男女が異なるという想定をそれぞれ性別二元論と呼び、性別二元論

概念を、学校などでの日常的な規範や科学などの知識体系の問題点を指摘するために使っていた。 

堀江（ほりえ）は『レズビアン・アイデンティティーズ』において、トランスジェンダーなどを周

辺化するような規範を性別二元論と呼び、男性中心主義とは別のものとして捉えた。さらに、性的

マイノリティをとりあえず定義するために性別二元論概念を用いていた。 

これらの使い方で指し示された様々な要素の関係を考察することを「性別二元体」という新概念の

ねらいとして、Ｘジェンダーを苦境に陥れる「性別二元体」とはどのような要素からなっていて、

それらの要素の間の関係はどのようになっているのか、という問いを探求することを提案する。 

本研究は、Ｘジェンダーの主体的な視座に基づく研究の基礎になるだけでなく、これまでのジェン

ダー・セクシュアリティ研究のながれの捉えなおしにもつながりうるという意義があるだろう。 
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中国本土の主流映像作品におけるクィア表象について 

 

 

于 寧（国際基督教大学ジェンダー研究センター） 

 

本発表はこれまでの中国本土の映画研究、そしてクィア研究でもあまり注目されてこなかった中国

本土の主流映像作品におけるクィア表象を取り上げる。本発表における「主流映像作品」とは中国当

局の検閲を通過し、映画館やテレビ、動画配信プラットフォームなどで公式に公開されたものとする。 

中国本土の映像メディアにおけるクィア表象について、『東宮西宮』（張元、1996年）をはじめとす

るインディペンデント映画に関する研究は数多く存在し、クィア・リーディングというアプローチを

通じて、『化身姑娘』（方沛霖、1936年）などの中国早期の映画をクィア的に読解する試みも行われて

いるのに対して、現在の主流映像作品のクィア表象に対する研究者らの関心は極めて低く留まってい

る。その原因は、これまでの研究が「同性愛映画」や「同志映画」「クィア映画」など、ジャンルとし

て性的マイノリティをテーマとする映画を主な分析対象としてきたことにあると発表者は考える。 

2023年現在でも中国本土では映像作品において、同性愛をはじめとするクィア表象に対する検閲が

強く働いている。しかし、それに対して、制作者がそれぞれ異なる対処法を取り、様々な映像作品が

生み出されている。前述のような『東宮西宮』をはじめとする検閲を拒絶したインディペンデント作

品のほか、主流映像作品内でのクィア的な描写が増えてきている。発表者の観察によれば、主流映像

作品内のクィア的な描写には主に二つのパターンが存在する。一つ目は、同性愛というアイデンティ

ティを前提としない、男性同士のホモエロティシズム表象である。その多くは腐女子をターゲットに

した作品、あるいは、一般の視聴者をメインターゲットとしながらも腐女子の食いつきを意識した作

品で、登場人物のクィア性には明言せずに、腐女子のファンにはそう読み解けるような物語が形成さ

れている。二つ目は、性的マイノリティというアイデンティティを前提とする表象である。これらの

作品は検閲の制限を受けながらも、サブテキストなどの手法によってクィア的な要素を巧みに取り入

れることを実現している。登場するクィアキャラクターは基本的には脇役で、そのセクシュアリティ

については明言されていない作品が多い。 

前述の一つ目の描写パターンにあたる作品群は、「耽美劇」や「耽改劇」というジャンルとしてファ

ン・スタディーズなどの分野において近年注目を集めている。それに対して、本発表では二つ目の描

写パターンにあたる作品群を取り上げ、Diane Raymondが 2000年代初期、アメリカのテレビドラマ、

特にシチュエーション・コメディにおいて増えつつあったクィアキャラクターに対する考察のアプロ

ーチを参照しながら、中国本土の主流映像文化におけるクィア表象の実態、つまり作中にどのような

クィア表象が存在し、それがいかにして厳しい検閲をかいくぐり主流作品として公開が実現したのか

について分析する。 
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同性カップルが「地域に溶け込む」という現象を考察する 

―近畿・四国地方に移住したゲイカップルと地域住民の経験から 

 

大森駿之介（東北大学文学研究科） 

 

【問題認識】近年性的マイノリティが「地域に溶け込む」という言葉で表されるように、地域社会

でのかれらの生活状況が関心を集めつつある。この言葉は、おおまかに性的マイノリティという属性

を開示せず、異性愛者やシスジェンダーとして「パス」しつつ生活すること、もう一つは同性同士の

カップルなど、ある程度の瞭然性、可視性を伴う形で地域社会に「溶け込んでいる」という状態が該

当する。一方、同性カップルが例えば一戸建ての住宅を持ち地域社会での生活を営む場合、上記した

「パス」としての「溶け込み」とは異なって、周囲からの詮索とその度合いは高くなると想定できる。

特に男性同士の同居は、女性同士の場合と比べて一般的でないとするジェンダーに関わる見方から、

その可視性はさらに上昇するだろう（石田 2019:146-47）。 

【研究目的・対象・方法】本稿では、同性カップルが「地域に溶け込む」ことに焦点を当てて、それ

がいったいどのような現象であり、どのようにそれが成立し得るのかを、ある地域に移住してきた 2

組のゲイカップルと近隣の地域住民へのインタビュー調査をもとに検討する。本事例は「同性同士で

住んでいる」という情報自体の管理の余地がない事例である。近年メディア等で取り上げられている

同性カップルの事例では（葛西 2021）、「地域」に参入するか／しないかの選択肢がそもそも存在し

ていると考えられ、主にそれは大都市圏での生活状況に基づいたものであると推測できる。一方、地

方では、例えば持ち家率の高さからも推測できるように、「同性同士で住んでいる」情報自体を居住地

内で管理する余地がないことが多い。 

先行研究では「溶け込む」という現象は、当事者が持つ性的属性を、当人が地域社会の中でいかに

アイデンティティ管理するか、地域住民が性的属性をいかに受容する／しないのかという点から把握

されてきた。本報告では「同性同士で住んでいる」という情報が可視化される一方で、同性カップル

が地域住民にどう見なされていると思っていたのか、さらに地域住民は実際にかれらをどのような存

在として見なしているのかという認識の交錯から検討することで、当事者と地域住民とで互いを認識

し合う過程が、「溶け込む」現象に深く影響することを指摘する。同性カップルは、地域住民をセクシ

ュアリティに関わる知識の持っているかいなか、理解があるかいなかという枠組みからは把握せず、

周囲の地域住民も、彼らを「ゲイカップル」というカテゴリーだけでは把握しない状況が既に存在す

ることを示す。 

石田仁，2019，『はじめて学ぶＬＧＢＴ――基礎からトレンドまで』ナツメ社． 

葛西リサ，2021，「だれと住むかは私が決める――セクシュアルマイノリティの住宅問題に関する調

査結果速報」追手門学院大学地域創造学部． 
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「自身の“トランス差別”への気づき」についてのインタビュー調査  

-フェミニズムとの関連において- 

 
森田真梨子（お茶の水女子大学） 

 
1. 目的と背景 

日本では, 2018 年のお茶の水女子大学のトランス学生受け入れ報道以降, SNS 上のトランス差別的

言説が急激に増加している. これを可能にした日本の政治的・文化的土台として,「伝統的家族観」

を重視し性的マイノリティの人権を海外由来のものとして敵対的に配置する道徳的・宗教的保守の潮

流と, フェミニズムにおけるジェンダー・バックラッシュの性的マイノリティとの切り離し戦略や, 

#MeToo 以降の差別的言説の輸入の影響, そして両者の結びつきが挙げられる. 代表例として, 2023

年 6 月に行われた内閣委員会の「LGBT 理解増進法」に関する質疑では, 自民党の参考人として, ト

ランス差別的であるという指摘を受ける「女性スペースを守る会」の代表が招致された. この例を含

め, トランス排除は, しばしば「女性と子供を守る」という, 保守的な家族主義と連続する, 一見フ

ェミニズム的な主張が, トランスの権利と相互排他的なものとして対置されることで正当化される.   

本研究では,トランス排除的なフェミニズムがどのように人々を動員するのか, そして人々がどの

ように抵抗しうるのかを明らかにすることで, トランス排除への抵抗可能性の理路を見出したい.  

2. 方法・結果 

自分自身の態度（行動/認知/感情）について, 「トランス差別的である」という自覚を得た者 15 名

を対象に約 120 分間の半構造化インタビューを行った. 協力者のうち 5名が, SNS のトランス排除的

フェミニズム的言説との関連において自らの経験を語ったため, この 5 名を対象として, オンライ

ンのトランス排除的フェミニズムに関連した語りを中心に, トランス差別的態度やその自覚に至る

要因について分析を行った. 5 名のうち, 4 名はシス女性, 1名はノンバイナリーであった. 5 名全員

が女性差別を受けた経験を持ち, その経験や自身の感情を言語化する資源としてフェミニズムに関

心を抱いていた. KJ法を用いたカテゴリー化の結果, トランス排除への誘因として, ①トランス及

びトランスヘイトに反対する人々の他者化・特権化, ②トランスヘイトを行う人への同情・連帯・そ

の連帯から排除される恐怖, ③同化主義の内面化, ④ミサンドリーと本質主義の合体, ⑤知識不足

による不安・恐怖の 5つの要素が見出された. また, トランス排除に気づき, 抜け出すための資源と

しては, ①属性による一般化に抵抗し構造を問題化する視点, ②準備が整った上で知識や当事者の

語り, コミュニティへのアクセスが得られること, ③自身の加害を認める方が楽であるという思い, 

④女性差別の被害経験やトラウマが利用されて扇動されることへの怒り, ⑤全ての差別に反対する

フェミニストとしてマイノリティを差別しないという信念, ⑥トランス排除的言説の自己矛盾と焦

点の偏りへの違和感, という 6つの要素が見出された.  
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ラディカルな社会構築主義から穏健な社会構築主義へ

主体の抵抗可能性に着目して 

征矢法子（一橋大学大学院） 

主体（subject）は言語や言説によって構築されると主張する J・バトラー理論において、既存の権

力構造に抵抗し、それを変化させる余地があるのかについては、さまざまな疑義が呈されてきた。 

バトラーによれば、言語や言説より前に主体は存在せず、主体は行為を行うことを通じて構築され

る。バトラーは主体を、言説の原因ではなくその結果としてパフォーマティヴに構築されるものと捉

えており、そこに既存の権力構造を攪乱させるような仕方でアイデンティティを再構築する可能性を

見出している。しかし S・サリーは『ジュディス・バトラー』（2002=2005）において、バトラーの主

張する攪乱について、次の二つの難点を挙げている。すなわち一つは、攪乱が言説によって条件づけ

られ、制限されている点であり、もう一つは、攪乱そのものが言説によって制限を受けているのであ

れば、それを攪乱と呼べるかという問題が生じる点である。サリーは、バトラー自身が表明している

見解ではないと断りながらも、バトラー理論において、主体は実際には言説のなかに捕らわれて存在

しており、そのような主体には言説を逃れる力も、変える力もないように思われると述べている。 

では、バトラー理論において、抵抗可能性の余地はどのように確保されうるのか。本発表はこの問

いへの答えを明らかにすることを目的とする。そのために着目するのが、批判的実在論という立場の

代表的な論者の 1 人である D・エルダー＝ヴァスの主体に関する理論である。批判的実在論は、1970

年代にイギリスの哲学者 R・バスカーによって提唱された立場であり、近年は社会構築主義の代替案

として注目を集めている。社会構築主義は、その支持者によってもその批判者によっても、しばしば

反実在論的であると理解されてきた。そして、反実在論と見なされる社会構築主義と、実在論に立脚

する批判的実在論は相容れないと評されてきた。しかしエルダー＝ヴァスはこのような定式化に異を

唱え、社会構築主義を、反実在論的なラディカルな立場と、実在論的な穏健な立場とに整理し直し、

後者は批判的実在論と両立すると主張する。本発表では、エルダー＝ヴァスによる主体に関する穏健

な社会構築主義的な立論に着目することで、上述の問いへの回答を試みる。 

 したがって、まずエルダー＝ヴァスによる主体概念の分類を概観し、その分類に則ってバトラーの

主体に関する理論を整理する。そして、エルダー＝ヴァスの立論すなわち、穏健な社会構築主義の提

唱する主体概念を採用することで、抵抗や変化に資する能力の余地を確保できるという主張を紹介す

る。最後に、エルダー＝ヴァスの議論を検討することを通じて、本発表の問いへ応答し、そのうえで

依然として残る問題点に触れる。 
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化粧品企業の男性美容部員とジェンダー規範 

キャリア・美容実践に関する解釈に着目して

永山理穂（一橋大学） 

「美」を論じる社会学的研究において、化粧品企業をはじめとする美容産業は両義的な対象である。

フェミニズムの系譜をひくジェンダー研究は、美容産業の内部で働く女性を、低賃金労働のもとやり

がいを搾取される犠牲者として位置づけてきた。また、美容産業については、画一的な「美」の規範

を拡散する女性抑圧の装置として論じてきた。一方近年では、美容産業という現場でこそ、女性たち

は「女性性」を戦略的に活用しながら職業上の地位を達成するという指摘や、美容産業における多様

な「美」のあり方を検討する議論も登場している。 

この文脈において、2010 年代以降増加傾向にある化粧品企業の販売小売店で接客を担う男性従事者

（以下男性美容部員）は、つぎの二点からこの論争を検討する上で重要な存在であるといえよう。第

一に、彼らは、女性中心の低賃金な「女性職」とされてきた産業に男性として参入し活動するため、

既存のジェンダー化された労働のあり方を変えうる存在である。第二に、自らの身体を美しく装うこ

とが求められる美容部員という職業に男性が流入することは、近代以降に形成されてきた「男性の『美』

からの疎外」という状況を変容させうる。 

はたして彼らは美容産業におけるジェンダー化された労働実践や「美」のあり方を変容させるキー

パーソンとなるのか、それとも労働や「美」に関する既存のジェンダー規範を再生産するのか。本研

究は、美容産業における①キャリアと②美容実践に関するジェンダー規範の変容・再生産について検

討するために、2023 年 5 月から 7 月にかけて計 12 名の男性美容部員経験者を対象としたインタビュ

ー調査を実施した。 

 分析の結果、男性美容部員はジェンダー規範を変容させるのではなく、むしろそれを強化する側面

が見られた。キャリアに関しては、美容部員のキャリアはあくまでも通過点として認識され、多くの

男性美容部員は店長、メイクアップ・アーティスト、本社勤務を目指していた。彼らは稼ぎ主として

の規範を強く意識しており、その解釈において美容部員という職業は女性的な職業として位置付けら

れている。美容実践に関しても、女性美容部員は「感性」、男性美容部員は「ロジック」に基づいて美

容実践を提供しているという二元論的な価値観や、女性同士は「美」に関して敵対的であるといった

ジェンダー・ステレオタイプを内面化していることが明らかになった。 
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化粧実践における「男性性」の解釈と交渉 

現代日本社会の男性化粧実践者の語りから 

 

小口藍子（お茶の水女子大学 人間文化創成科学研究科） 

 

本研究の目的は、男性化粧実践者の語りの分析を通して、かれらが男性性やジェンダーの在り方を

どのように解釈し化粧実践に位置付けようとしているかを考察することにある。そこでは化粧実践と

男性性とが、かれらの経験や他者との関係のなかで解釈され位置づけようとされる様が示される。 

男性／男性性研究においてその中心的な分析指標「男性性」は、主にジェンダー関係における実践

や規範、それにもとづく男性の行動原理やアイデンティティ意識として捉えられてきた。言い換えれ

ば、男性性は男性の行動を決めたり男性の在り方を分類したりするものとして用いられる傾向があっ

た。しかしながら昨今ではこのような見方に疑義が呈されている。男性性とは固定化され確立された

男性の実践の様式というより、むしろ「社会的相互作用のなかで交渉されるプロセス」なのではない

だろうか。男性性をこのように達成不可能なプロセスとして捉える議論は近年盛んになりつつあるが、

その理論的な検討は十分に行われていない。上記を踏まえて男性性理論を再検討し刷新するには、ま

ずは個々のミクロな実践のなかでの男性性の解釈と交渉の在り方を実証的に検証することが必要不

可欠である。そこで報告者は実証的研究の場として、現代日本の男性による化粧実践を設定した。 

現代日本社会では男性たちの間で化粧への関心が高まり、男性化粧品市場は大きな伸びを見せてい

る。近代化以降、兵士や労働者としての役割を当てられた男性たちは化粧から遠ざかり、化粧実践は

女性化されてきたといえよう。現代において男性が化粧品を手に取る機会が増えつつあることは、男

性化粧実践の場では男性性の（再）交渉が積極的に行われ、その解釈をめぐる豊かな語りが引き出さ

れ得ることを意味するだろう。報告者は 2022年 10月から男性化粧実践者への聞き取り調査に着手し

ており、本報告ではうち 3名の語りを中心的に取り上げる。 

男性たちは化粧することと男性性の解釈との交渉にあたって、様々なアプローチをとっていた。あ

る調査協力者はこれまでの経験から持ち続けているジェンダー規範への批判的な意識や、自らが「男

性性が強いタイプで」あることの葛藤を踏まえ、化粧実践は自身の男性性を抑える手段であるとする。

他方で別の調査協力者は、化粧やそれを含めた美容実践がコミュニケーションの手段になることに重

きを置き、化粧や美容を通じて「ホモソーシャル」な男性集団のコミュニケーションを変えていく可

能性を模索する。さらに化粧実践と男性性との位置づけにおいては、アイメイクの程度、特にアイシ

ャドウを塗るかどうかが大きな交渉の場のひとつであることが明らかになった。 

今後の研究では、さらなる実証データの収集と分析を行い、具体的な男性性理論の立ち上げの作業

へと結び付けていきたい。 
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日本における介護・家事移住労働者の包括的把握の意義と就労の傾向 

 ――2022年度調査からの知見―― 

 

定松文（恵泉女学園大学、IMAGE研究会） 

 

１ 問題意識 

日本における家事・介護分野で働く移住女性の背景や状況はさまざまであり、現在、在留資格、国

籍、働く場所（施設、個人家庭）、就労形態によって研究されている。 

これまで、伊藤るり・足立眞理子『国際移動と＜連鎖するジェンダー＞―再生産領域のグローバル

化―』（2008）、塚田典子『介護現場の外国人労働者―日本のケア現場はどう変わるのか』（2010）『日

本の介護現場における外国人労働者 - キャリア形成』（2021）、安里和晃編『国際移動と親密圏―ケ

ア・結婚・セックス』（2018）等日本を含めたアジアにおける再生産労働の国際分業における移住女性

ケア労働者の研究が幅広く展開されてきた。また、国際結婚移民による非市場での家事・ケア労働、

日本人の配偶者等や定住者の在留資格での有償ケア労働に関する研究も、EPA での介護福祉士候補生

より以前から介護市場において外国人女性が就労していたことを示している（篠塚英子、高畑幸他）。

しかし、今までは出身国や在留資格別の研究が多く、比較しつつ総体的に分析することは制度研究以

外では稀であった。本報告では、在留資格、国籍、就労場所、就労形態によらない日本における包括

的な移住家事・介護労働者像とその傾向を把握しようと試みる。 

２ 調査からの知見 

以上の問題意識のもと「移住家事・介護従事者の就労環境と生活に関する調査」（2022年 4月 1日～

22日、4月 25日～6月）をオンライン形式、機縁式で回答を募り、123件の有効回答が得られた。38

の設問で労働内容、労働場所、賃金や保険、労働における問題点、Covid-19による影響、仕送りなど

を 11 のことばで聞いている。回答者の 91.3%は女性であり、国籍はフィリピン 29%、ベトナム 20%、

インドネシア 13%、ペルー12%の順で、日本国籍取得者や帰国者も含んでいる。在留資格は一般永住

25.2%、定住 12.2%、技能実習 10.4%、EPA9.6%と身分による在留資格の回答者が多い。労働の場は介護

施設等が 67%、個人家庭が 33%と 3分の 2が施設での介護労働のため、1週間の労働時間も平均 40時

間が最頻値になっている。この調査から介護分野で労働者が不足しており、4 つの在留資格で受入れ

を促進しているが、身分による在留資格の介護労働者も地域社会の構成員として多数働いており、社

会的再生産の重要な主体であることが確認された。個人家庭で働いている人も介護を含めた複数の業

務内容を行っている。在留資格や就労場所によって区別をすることは雇用主視点であり、日本におけ

る再生産領域の全体像および労働者全体像を矮小化し歪んだ認識を与えるのではないかとうかがえ

た。報告ではより詳細な調査結果を提示する。 
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顧客対応の技能は女性をエンパワーするか 

――上海の産後ケアサービス訓練における〈溝通能力〉実習を事例に 

齋藤あおい（一橋大学社会学研究科） 

中国において、子どもを産む・産まない、いつ何人産むかといったプライベートな領域が、国家の

管理下にあることはよく知られている。現在一人っ子政策は緩和されているにも関わらず、少子高齢

化に歯止めはかかっていない。このことからは、計画出産が実施されなくとも人々の行動規範は子ど

もを少なく産み育てるよう変化してきたと推察される。本報告で対象とする上海は、小浜正子（2020）

の調査が示すように政策に先駆けて少子化が進んだ都市である。また、出産・育児のサービスがいち

早く市場化された場所でもある。本報告は、そうした文脈をもつ上海のリプロダクションを支えてき

た、産後 1ヶ月間の母子ケアを専門とする家事労働者・月嫂（ユエサオ）に焦点を当てる。本研究は、

上海顧客を想定した月嫂の研修を通じて、現代上海において産後の母子ケアに期待されていることを

理解すると共に、ケアに高い「質」を求める上海顧客に応えようとすることが、月嫂として働く女性

たちにもたらす意味について考察するものである。 

報告者は 2023 年 5 月 25 日～6 月 8 日の間、上海の民間企業が実施する月嫂の研修において参与観

察を行った。研修は「上海市場の勝利者になる」という理念の下に構成されていた。出産後間もない

母子ケアの方法を学ぶと共に、コミュニケーション能力（溝通能力）の技術向上に努めていた。溝通

能力は、上海顧客を相手に仕事をしやすくするために必要だと考えられていた。具体的には、高学歴

の上海顧客を納得させられる程度の科学的な説明（例：赤ちゃんのしゃっくりの出る原因など）、そし

て、顧客の不安をほぐして気分を良くするような声掛けのスキルが求められた。研修生たちは様々な

状況に対応できるようにするため、科学的な説明と声掛けを繰り返しシミュレーションした。 

この溝通能力の研修では、自分自身の感情を、企業が規定する理想的な感情にコントロールする技

術が求められる。従来の感情労働概念を用いた研究においては、感情を偽り演技することが労働者の

負担になると示されてきた。また、中国の家事労働者を対象とした研究においても、企業が女性に対

して自身の母親としての感情を呼び起こし働かせようとする際に生じる問題が指摘されてきた。しか

しこの研修では、顧客の子どもの本当の母親としてふるまうことは期待されず、産婦を支えるプロフ

ェッショナルであることが呼びかけられていた。それは企業が単に上海顧客に好まれやすい月嫂の在

り方を労働者に求めていただけとも言えるが、研修におけるそのような呼びかけが、感情労働を行使

して働く女性たちをエンパワーし得るか考察したい。本報告では最後に、ホックシールドが強調して

きた感情労働の遂行がもたらす否定面に留意しつつ、労働者が企業から一方的に感情の統制を受ける

とみなすことに疑問を呈する研究群と、企業の労働者統制戦略が感情労働者に高い職務満足感をもた

らすケースに着目した研究群を参照しながら、今回の事例を位置付ける。 
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女性の「産後トラブル」の認識はいかに形成されているのか 

 
 

ゼン ガリン（明治学院大学大学院社会学研究科） 

 
 「産後トラブル」については、明確な定義はない。一般向けの本や雑誌、あるいはインターネット

の記事では、産後の種々のトラブルの症状と改善法が取り上げられることが少なくないが、何を「産

後トラブル」と見做すかの基準は、記事の執筆者によって異なっている。 

医学・看護・健康科学系の文献では、産後の種々のトラブルについて、症状別に調査がなされ、ケ

アの方法、予防方法について検討されている。その中で、「マイナートラブル」という言葉が含まれて

いる文献がいくつかある。「マイナートラブル」とは、小さな問題という意味で、妊娠に伴って生ずる

身体と精神的不快症状を指すというように『助産婦雑誌』（1994 年９月）の特集で定義されている。

マイナートラブルの反対であるメジャートラブルという用語はあまり使われていない。産後のメジャ

ートラブルをネットで検索したら、ある整骨院のホームページで「産前産後のマイナートラブルは実

はメジャートラブル」という記事が出てきた。その記事では、マイナートラブルとは医学的治療の必

要がない症状で、逆に、メジャートラブルとは治療が必要な症状であると書かれている。なぜマイナ

ートラブルについて「実はメジャートラブル」と指摘しているのかについては、妊娠中や産後に、生

命にかかわるわけではないが、生活面からは苦痛や、不便のある重大な症状で、「放置しておくと、こ

れからの生活が楽しいものになるか、しんどいものになるかを左右しかねない」と説明している。こ

のように、整骨院のブログにある「実はメジャートラブル」というのは医学上のメジャートラブルと

は異なるカテゴリーであることがわかる。 

次に、英語で「産後トラブル」にあたる内容について文献検索をしたら、出産後

（postpartum/afterbirth）のマイナートラブル（minor trouble）という単語では論文は見当たらな

かった（EBSCOhost を用いた医学文献検索）。産後トラブルを指す語句としては「Health problem 

（after childbirth）」が多く言及されている。 

 社会学や人類学の分野では、出産への医療介入と産後の痛みや満足感の関係について、医療介入の

多寡と産後の痛みと連動しているという指摘がある（松岡 2014）。本報告は出産を経験した女性への

インタビューデータをもとに、医療介入によって生じた産後トラブルは、医師はトラブルとの認識を

しないか、あるいはマイナートラブルと認識して治療の必要はないと判断するが、その症状・状態を、

女性はいかに経験して、認識したのか、及び医師と妊産婦との関係がその認識にどのように影響して

いるのか、会陰切開の傷の事例を取り上げて分析していく。 
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ベトナム人結婚移住者のライフヒストリー 

コロナ禍の出産と育児に着目して 

 
大野恵理（獨協大学） 

 

グローバル化のすすむ社会では、リプロダクションは「産むこと・産まないことをめぐる個人の

行動から、社会の再生産のためのケア労働や人の国際移動までも含む」ようになり、国境を越えた

移動を伴う一国内にはとどまらない現象となっている。それゆえリプロダクションは医療や制度の

問題だけではなく、文化・国の政策・女性の選択が交差する接点に存在し、これらの力の作用によ

って構築されているという（松岡 2017）。 

コロナ禍において、国内外の移動が制限された中、移民女性の性・生殖をめぐる権利が改めて問

われている。在留資格の面で脆弱な立場にある女性技能実習生の妊娠・出産の問題が明らかにな

り、制度そのものの構造的問題が指摘された（巣内・高山・古瀬 2021）。しかし、周縁化されがち

な結婚移住女性のコロナ禍における妊娠・出産への支援や実際の経験については、まだ十分明らか

になっていない（大津 2022）。 

そこで本研究では、ベトナム人結婚移住者のコロナ禍における出産・育児をめぐるライフヒスト

リーの語りから、ベトナムの性・生殖をめぐる規範や権利、ベトナム人夫や家族との関係性、宗教

的ネットワークなどの文化的側面から移住女性の選択について検討する。報告者は、カトリック教

会でのフィールド調査を継続的に実施しており、調査協力者の検診や出産、家族・親族との関わり

について共有してきた。本報告では、これらのデータをもとに実施した聞き取りの語りと、フィー

ルドでのベトナム女性のアンケート調査結果も含めて考察した。その結果、ベトナムにおける性・

生殖をめぐる厳格な規範や母親役割への期待、そしてコロナ禍における行政的支援の不足、ケアの

担い手家族の入国制限などによる孤立、極度の精神状態の悪化によって、帰国の選択がなされてい

ることが明らかになった。 

 

引用文献 

松岡悦子編 2017 『子どもを産む・家族をつくる人類学－オールターナティブへの誘い』勉誠出版 

大津真実 2022「コロナ禍で見えてきた外国人の母親をめぐる支援の現状と課題―支援現場の視点を

踏まえた考察」『社会言語科学』第 25 巻（1）,pp126-133 

巣内 尚子、高山 ユキ、古瀬 菜々子(2021)「コロナ禍における移住女性の困難と連帯の可能性 : 

リプロダクティブ・ライツの視点から」『F visions : 世界が見えるフェミニスト情報誌』(4), 

pp74-77 
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コロナ回復社会における育児サポートネットワークの変化と母親の育児満足度 

 

 

劉楠（山梨英和大学人間文化学科） 

 

 

背景と目的 

2020年 2月から新型コロナウィルス感染症（COVID-19）における世界規模の蔓延が始まった。感染

予防を目的とした自粛規制が実施され、そこで、コロナ自粛で特に顕著になったのは、「密室育児」に

よる育児不安や育児うつ（育児イノローゼ）を訴える未就学児を持つ親が倍増したことであった（NHK 

報道 2020年 10月時点）。これまで、人々は密を避けお互いに接触を減らせることで感染を防ごうと

する取組が行われていたため、家庭内において母親が主たる養育者（育児の担い手）の現状が変わら

ぬまま、育児に関する家族外の地域ネットワークが「分断」する形が続いていく可能性がある。また、

主体となる母親が過大な育児責任を担う状況が懸念される。 

本報告では、未就学児を持つ親は、必要とされている家庭内における父親や親族などの育児サポー

トの現状を明らかにし、育児サポートネットワークが母親の育児満足度へ与える影響を検討する。 

研究方法と結果 

2022年 1月山梨県の保育施設に通う園児の保護者を対象に、アンケート 600件を配布し、匿名式で

郵送にて回収を行った。273 部回収でき、有効回収率は 45.5%であった。主に母親の育児充実感、夫

の家事育児参加頻度、親族ネットワーク、在宅勤務の状況、コロナ禍で困ったこと等について回答し

てもらった。 

分析方法としては SPSSを使い、記述統計、因子分析、ｔ検定などを行い、コロナ禍により、子育て

においてどのような変化が見られたかを中心に検討した。当日の報告で分析結果を深めたい。 

付記  

本研究は令和３年度山梨県大村智人材育成基金事業「山梨県若手研究者奨励事業」による助成（研

究テーマ：山梨地域の特性を生かした未就学児を持つ親の育児支援-コロナ回復社会における母親の

育児不安の抑制と持続就労を目指して、研究代表：劉楠）を受けて実施した。 

文献  

冬木春子,2005,「乳幼児をもつ父親の育児ストレスとその影響-父親と子どもの関係性に着目して-」

『家族関係学』24:21-33. 

牧野カツコ,1982,「乳幼児を持つ母親の生活と＜育児不安＞」『家庭教育研究所紀要』3:35-56.  

中野由美子,1996,「はじめての 3年間と子どもの発達と父子関係」牧野カツコ・中野由美子・柏木恵

子編『子どもの発達と父親の役割』ミネルヴァ書房,31-45. 
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戦後日本における「中国残留婦人」への眼差し 

―ジェンダーの視点から 

森川麗華（東京大学大学院学際情報学府） 

本報告は、戦後の日本社会において、「中国残留婦人」（以下、残留婦人）がどのように眼差され

てきたのかを、ジェンダーの視点から、資料やオーラルヒストリー、そして新聞における報道を分

析することで、明らかにするものである。 

残留婦人とは、主に 1930 年代の帝国日本の国策によって「満洲国」へ渡り、日本敗戦後は中国

「残留」を余儀なくされた「中国残留日本人」のうち、1945 年当時 13 歳以上の女性たちを指す。

その多くは敗戦直後のソ連兵による性暴力から逃れるためや、食糧との交換として現地の中国人男

性と結婚し、出産した。13 歳という年齢の規定は女性にだけ設けられ、日本政府の帰国援護政策に

おいても男女で異なる対応が取られた。例えば 1953 年の集団引揚では、残留男性は中国人妻と子

どもの同伴が許された一方で、残留婦人は中国人夫及びその子どもの同伴は許されなかった。この

背景には、日中の男性中心主義的な法制度や、価値観が強く影響していると考えられる。 

このように、一貫して不合理な状況に置かれた残留婦人だが、これまでの「残留日本人」研究に

おいては、そういった女性ならではの構造的差別を前提としたものはほとんどない。残留婦人のナ

ショナル・アイデンティティを敗戦前後のオーラルヒストリーから分析するものや、残留日本人の

メディア表象が「被害者」としてのモデル・ストーリーを作り出したと指摘するものなど、その表

層面に着目した研究が主流を占める一方、ジェンダーの視点で彼女たちの置かれた状況やその構造

を分析するものはわずかにしか存在しない。そのため、彼女たちの敗戦時における中国人男性との

結婚や、永住帰国する際の制度的困難などが、その背景にあるジェンダー不均衡な社会構造を無視

したままに論じられてきたという問題が存在する。 

以上の課題を踏まえ、本報告では、ジェンダーの視点から彼女たちが生まれた歴史的背景を史料

や文献、オーラルヒストリーから分析することで、残留婦人の背景にあった構造的差別を明示する。

また、『朝日新聞』を中心とした記事から残留婦人に対する表象を分析し、戦後日本社会の彼女たち

への眼差しを考察する。これにより、残留婦人という存在が生まれた社会の構造的差別の存在と、

戦後の日本社会において、なぜ彼女たちの経験が自己責任化されていったのかが明らかとなるであ

ろう。 
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教員のキャリア形成に関する全国調査のジェンダー分析 

（1）ミドルリーダー期に着目して 

 
木村育恵（北海道教育大学）・河野銀子（山形大学）・田口久美子（和洋女子大学）・池

上徹（関西福祉科学大学）・跡部千慧（立教大学）・髙野良子（植草学園大学名誉教

授）・井上いずみ（公立学校教員） 

 
本研究の目的と発表の焦点 

本共同研究の目的は，現在進行する教員育成政策の下での教員のキャリア形成の政策的問題を，ジ

ェンダーの視点から明らかにすることである。教員育成に関する教育改革は，教員評価制度や職階制

の整備をはじめ，スタンダード化が急速に進行している。国家主導的なこの改革については，ジェン

ダーの視点を欠いたまま進行している点に問題がある（木村ほか 2023 等）。そこで，教員のキャリア

形成の実情を全国調査によって把握し，ジェンダーの視点から分析することとした。本発表では，全

国教員調査に基づき，特に，管理職に至る前の「ミドルリーダー期」の教員のキャリア形成の現状を

報告し、(2)は子育て期に着目して報告する。 

 

教員調査の概要 

全国調査は，国公私立の小・中・高等学校・特別支援学校等の教員を対象に，2022 年 2 月から 3月，

リサーチ会社への委託によって実施した（Web によるアンケート調査）。有効回答数は 1,112 人（女性

563 人，男性 549 人，その他 0人）であった（詳細は「国際ジェンダー学会教育分科会ホームページ」

https://isgswe.aiyweb.com/news.html 参照）。 

 

ミドルリーダー期に着目した分析より 

本発表では，「ミドルリーダー期」を，正規採用後の教職年数が 9年から 20 年までとした（校長・

副校長・教頭を除く）。分析対象者の男女別・年代の状況は，表 1のとおり有意差があった。 

分析の結果，次のジェンダー

差が見られた。①女性教員より

も男性教員の方が，校内と外部

の両方の研修に積極的に参加

している，②男性の 3割はプレ管理職であるのに，女性は 1割で顕著な差がある，③女性教員の方が，

同僚との関わりで援助してもらうことが多くあると認識している等である。こうした研修経験や職務

の差に，家庭役割におけるジェンダー差が影響していると考えられる。家庭役割の差については，「教

員のキャリア形成に関する全国調査のジェンダー分析――（2）子育て期の分析」で報告する。 

表1　男女別・ミドルリーダー期教員の年代

N 20～30代 40歳代 50・60代 有意確率

女性 133 59.4% 36.1% 4.5%

男性 87 29.9% 63.2% 6.9%
<0.001
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教員のキャリア形成に関する全国調査のジェンダー分析 

（2）子育て期に着目して 

 
木村育恵（北海道教育大学）・河野銀子（山形大学）・田口久美子（和洋女子大学）・池

上徹（関西福祉科学大学）・跡部千慧（立教大学）・髙野良子（植草学園大学名誉教

授）・井上いずみ（公立学校教員） 

 
本研究の目的と発表の焦点 

本研究の目的については，「教員のキャリア形成に関する全国調査のジェンダー分析――（1）ミド

ルリーダー期に着目して」の通りである。本発表では，特に，未就学児がいる教員に着目し，彼ら彼

女らのキャリア形成がどのような状況にあるのかを，ジェンダーの視点から捉えていく。 

 

子育て期に着目した分析より 

本発表では，（1）の発表同様，全国教員調査の結果を用いる。本分析の対象は，「未就学の子がい

る」に「はい」と回答した教員である。未就学の子どもがいる教員は 226 人（女性 159 人，男性 67

人），回答者全体の 20.3％である。小学校・中学校・高校・特別支援学校それぞれ，男女ともに 2〜3

割ずつ該当者がおり，校種での有意差はない。 

「未就学の子がいる」教員の中で，主にジェンダー差があったのは，次の 4点である。第 1に，各

種研修への参加回数に男女間で有意差がみられるものがある。具体的には，「校内研修」「研究授業」

そして「校外の自主的な勉強サークル」の 3つであり，回数が少ない方には女性が，回数が多い方に

は男性が多い傾向がある。第 2 に,職名に関しては，男性の 2 割以上が管理職およびプレ管理職であ

るのに対し，女性はその 3分の 1しかいない。また，女性には臨時採用等，脆弱な立場の教員が男性

より多い。第 3に，「過去に辞めたいと思ったことがある」という回答は，女性により高い。辞めたい

と思った理由については,「出産したから」と回答する女性の割合が 4 割を大きく超えて高い。第 4

に，「あなたは現在，家庭の役割（家事・育児・介護等）をどの程度，担っているか」に対する男性の

回答が，「半分以下」と「ほとんどしていない」を合わせると，81.0％にのぼる。 

ジェンダー差はないが，未就学児がいるかいないかで差がみられたものもあった。研修は，自主的

な勉強サークルや大学や民間団体等による研修への参加には有意差がないが，教育委員会主催の研修

への参加は未就学児の有無で有意差があった。同僚との関わり方や職名・現職，転居を伴う異動や，

「やりがいがある」，「毎日が忙しい」といった教員の現在の職務についての認識も，同様に差が出た。

職場における「男性の育児休業推進」「有給休暇取得の促進」「介護と仕事の両立支援」の取り組みは，

当事者である未就学児がいる教員は，性別に関係なく，取り組みが足りないと認識している。 
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キャリア志向の女性の表象における再生産 

 

 

五十嵐舞（新潟県立大学） 

 

 

ポピュラー・カルチャーの中でキャリアを志す若い女性が描かれるとき、2020年代に入ってもなお

しばしば仕事はできるが生活や結婚や出産では「失敗」した像として描かれる。「バリバリ働くキャリ

アウーマン」として説明される女性を主人公とする 2020 年のドラマ『私の家政夫ナギサさん』及び

その原作の四ツ原フリコの『家政夫のナギサさん』（2016～2020 年）は、家事労働を女性から切り離

す点において、好意的に評価されている。家事が苦手な主人公の女性と、家政夫の中年男性の組み合

わせは、いわゆる古典的なジェンダー役割を解体しようとするものに見える。しかし、主人公の女性

が家事を苦手とする様子が作品全体を構成し、同時に、彼女の結婚や出産に関する「意識の低さ」が

たびたび言及されるとき、別の姿が見えるように思われる。家事が苦手な設定の主人公の女性は、キ

ャリアが順調で、ファッションに気を配り、複数の男性からアプローチされ、収入もよいという面で

は、いわゆる「完璧」に近いようだが、番組ホームページで「＃わたナギ働く女子あるある」という

企画が行われるように、女性からの等身大の共感を狙う。また、主人公が家政夫の男性との結婚へと

至ることで家事に対する賃金の観念が曖昧になり、家政夫の男性が「お母さん」に憧れる様子から結

局「母」と家事労働の接続を解かず、結婚にあたって子どもをめぐるやりとりが当然のように挿入さ

れる様子は、労働力や次世代の再生産に関係する規範がどこまで解体されるのか疑わしい。 

アンジェラ・マクロビーは、ポピュラー文化の中にフェミニズムが持ち込まれる中で、フェミニズ

ムを連帯によるラディカルな抵抗運動から個人的でより穏健なものへと脱政治化したものへと変え

る、「ライフスタイルと女性的な「良い生活」領域に関わる〈完璧であること〉」、「そうした理想の批

判」と「理想からの逸脱へのいくらかの見通しを提示してくれる〈欠点もあること〉」、「回復と修繕の

ための、偏愛されるツールでありセラピー的な道具となる、〈レジリエンス〉」といったプロセスの存

在を指摘する（マクロビー 74-81）。仕事やプライベートに関して「完璧」に近い女性が、家事が苦手

なことや結婚や出産に関する意識の低さを突き付けられることを通じて共感を得て、結婚を通じてキ

ャリアと生活の間の問題の解決が図られる様子は、マクロビーの論に重なるかもしれない。本報告で

は、当該作品を中心に、働く女性の表象をマクロビーの〈p-i-r〉プロセスから分析することで、日本

のポピュラー・カルチャーに描かれるキャリア志向の女性と再生産に関する脱政治化を検討する。 

参考文献 

マクロビー、アンジェラ『フェミニズムとレジリエンスの政治――ジェンダー、メディア、そして

福祉の終焉』田中東子、河野真太郎訳、青土社、2022 
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英語圏における「災害とクィア」研究の潮流 

単一的・規範的な災害支援への批判 

 
内田賢（一橋大学 社会学研究科） 

 
本報告では、英語圏における「災害とクィア」研究の潮流について、災害研究・「災害とジェンダ

ー」研究との関連という観点から整理し紹介する。 

英語圏の災害研究は、アメリカを中心に災害時の危機管理といった国家や行政による関心に端を発

してきたが、そこで災害被害の原因は自然現象としてのハザード（危険要素）のみであると想定され

ていた。しかし、国家や行政からのトップダウン的な視点では、周縁化されてきた人々の被災経験が

不可視化される問題があるとして、低所得国／地域を対象とした研究者や被災地の支援者らから批判

がなされてきた。このような批判を受けて、1980 年以降、ヴァルネラビリティ（vulnerability）の

視点から個人の被災経験を社会的な側面に注目して捉えるパラダイムが展開した。 

 「災害とジェンダー」研究は 1990 年代中頃に誕生した。背景には、上述したヴァルネラビリティ

概念により災害の被害が個人の属性や置かれている状況に応じて異なるという認識枠組が提示され

たことに加えて、ジェンダー研究やフェミニズムの発展、国際社会におけるジェンダー主流化（北京

女性会議，1995 年）などの影響がある。ジェンダー化された被災経験を明らかにし、女性が直面する

困難の解消を目指してきた「災害とジェンダー」研究は、学術領域だけでなく、世界各地の災害支援

活動や国連の防災枠組におけるジェンダーの視点の導入といった成果をもたらした。 

「災害とクィア」研究は、災害研究におけるマイノリティの経験に注目する動きと「災害とジェン

ダー」研究の理論的・実証的な蓄積から影響を受けつつも、それら学術領域と災害対応政策がヘテロ

ノーマティヴな前提にあることを批判するかたちで、2000 年代後半よりハリケーン・カトリーナ（2005

年）の事例研究からはじまった。2010 年代にはいると、災害多発地域の東アジア・東南アジア・南ア

ジア・オセアニア地域を対象とした実証研究がみられる。そして、2010 年代後半から 2020 年代現在

は、マイノリティの包摂を掲げる国連の災害対応においても性的マイノリティが依然として重視され

ていないことを批判している。そこでは、性的マイノリティが「脆弱な」「周縁化された」「マイノリ

ティ・グループ」として包摂されることを志向するのではなく、主流の災害支援のあり方をラディカ

ルに問い直す挑戦がみられるのである。 

 日本では、阪神・淡路大震災（1995 年）以降、東日本大震災（2011 年）を経て、女性団体による問

題提起を受けるかたちで「災害とジェンダー」研究が展開し、2021 年には「災害女性学」という分野

が勃興している。一方、性的マイノリティの被災経験を対象とした研究は、いまだ限定的である。本

報告では、英語圏の「災害とクィア」研究の潮流を「災害とジェンダー」研究との関連から整理する

ことを通じて、日本の「災害とジェンダー」研究の発展に寄与したい。 
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Covid19 パンデミックのジェンダー規範への影響 

バングラデシュのマイクロファイナンスの事例より 

 
本間まり子（早稲田大学） 

 
 

2020 年初頭から、世界の多くの地域において人々は、新型コロナウイルスの蔓延（Covid19パンデ

ミック）に影響を受けてきた。こうしたコロナ禍の影響は、貧困層や女性などの社会の脆弱層により

大きいことが、パンデミック開始直後から多くの研究者や開発関係者より指摘されてきた。しかしパ

ンデミックへの対応は、2023年 5 月に WHO から終息が宣言されるまで 3 年以上に及んでおり、脆弱な

立場にあった女性たちは、不利な状況に甘んじ苦しみ続けるだけではなく、その状況に対応した生活

実践をおこなうようになってきている。 

バングラデシュでは、最初の感染者が発見された 2020 年 3 月半ばから 2021 年にかけて、3 回の制

約の度合いの異なるロックダウンが実施された。さらに、約 18 カ月にもわたる教育機関の閉鎖がお

こなわれるなど、社会経済活動が大きく制約された。一方、バングラデシュには、強固な性別役割分

業と女性の外出や外部との接点を持つことに制約を与えるジェンダー規範（パルダ規範）があり、パ

ンデミックの影響を受けるずっと前から、女性は社会経済活動に制約を受けてきていた。そのような

制約下において、小規模なビジネスのための資金すら準備出来ない女性のために、対象者を貧困女性

に絞り込んだ集団連帯制の融資制度（マイクロファイナンス）が 1970 年代に確立され、国内外で広

く展開されてきた。2000 年以降は個人融資が中心になり、保険制度が始まるなど事業形態が多様化し

ているが、未だに主な利用者は貧困女性である。しかし実は、規範のために女性の経済活動への従事

や融資金の活用には制約があり、マイクロファイナンス事業から女性が受け取った融資金の多くが、

世帯内の男性の手に渡るという状況が、事業が広く展開されてきた 1980年代より長い間続いていた。

そうした状況に対して、Covid19 パンデミックはどのような影響を与えたのだろうか。 

本発表では、伝統的なジェンダー規範に影響を受け不利な状況にあったバングラデシュ女性たちの、

パンデミックへの対応を通じて生じた変化を、2023 年 2 月から 3 月にかけて報告者が実施した現地

調査結果に基づいて明らかにする。女性たちはジェンダー規範やジェンダー関係の影響の影響下に生

活をしているが、同時に日常生活におけるジェンダー実践を通じてジェンダー規範やジェンダー関係

に影響を与えている（Connell 2002=2008:18-2338）として、マイクロファイナンス事業を通じた融資

金の利用および、経済活動への従事に関する意識や行動に着目し、パンデミック以前の状況との比較

を試みる。 

Connell, W. Raewyn. 2002. Gender. New York: Polity Press.（邦訳 2008、多賀太監訳『ジ 

ェンダー学の最前線』世界思想社）。 
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自治体の規模別に見た「ジェンダー視点の防災施策」導入の課題 

佐賀県６市町の調査から 

 

池田恵子（静岡大学） 

 

東日本大震災（2011）以降、ジェンダー視点の防災施策として具体的な指針が提示され、自治体は

地域防災計画の修正、防災会議の女性委員増加や危機管理部署への女性職員配置、避難所運営や物資

備蓄に関する指針類の作成・改訂、女性防災人材育成などに取組むようになった。しかし、同施策の

導入状況には自治体の規模によって大きな格差がみられ、小規模な自治体や町村部において導入が遅

れている。例えば、「2017年度女性・地域住民から見た防災・災害リスク削減策に関する調査」（大沢

編 2019）によると、人口 10 万人以上と 1 万人未満の自治体では、防災会議に女性委員がゼロの比率

は、前者で 1.0％に対して後者で 53.7％であった。内閣府男女共同参画局が令和３年から全国の基礎

自治体を対象に毎年実施している「ガイドラインに基づく地方公共団体の取組状況調査」でも、大半

の調査項目において、自治体の規模よって政策導入状況に差がみられている。 

このことから、ジェンダー視点の防災施策の導入の現状と課題を探り、それが促進または疎外され

る要因を明らかにする際には、自治体の規模に着目する必要がある。本報告では、特に小規模な自治

体が同施策を導入しようとする際の課題を明らかにする。 

報告者は、佐賀県立男女共同参画センターの協力により、2020年に佐賀県内全市町を対象に「災害

（復興）・防災施策への男女共同参画の視点の導入実態など」に関する質問紙調査を実施した。その結

果を活用し、人口 10 万人以上（大規模）、1 万人以上 10 万人未満（中規模）、1 万人未満（小規模）

の３区分から各２団体（合計６自治体）を選定し、2021-22 年に危機管理及び男女共同参画担当職員

に同政策の導入過程に関する聞き取り調査を行った。佐賀県では、近年、ジェンダー視点の防災施策

に急速な進捗がみられている。また、「令和元年佐賀豪雨」で被害を受けた。 

自治体の規模によって、男女共同参画担当部署の職員配置には差があるが、それにも増して危機管

理担当部署の職員配置に大きな差がみられ、危機管理担当部署の職員配置の余裕の有無が本施策の導

入に大きな影響を与えている。同政策の導入が進んでいる自治体においては、危機管理担当職員は、

特に男女共同参画部署との連携によらずとも主体的にジェンダー視点を導入したという認識であっ

た。男女共同参画部署との連携がもっとも重要だったのは中規模の自治体であった。小規模な自治体

では、性別・多様な立場による被災の違いなど政策が必要とされた背景に関する知識が共有されてお

らず、女性のリーダーシップの必要性に関して政策実施関係者の間で共通理解がみられていない。ま

た、小規模自治体では、男女共同参画担当職員に防災分野の施策に関する研修を行っても、それを受

け取る庁内体制がつくられていないという課題も見受けられた。 

（本報告は、JSPS科研費 20K12456の成果の一部である。） 
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災害女性学とエンパワーメント・モデルの構築 

―宮城の事例にみるジェンダー・復興・地域課題― 

天童睦子（宮城学院女子大学） 

災害女性学と地域女性のエンパワーメント 

本報告は、災害女性学の視点からエンパワーメント・モデルの構築に取り組む理論的・実証的研究

である。東日本大震災から時を経て、浮き彫りとなった課題を宮城の女性市民調査の事例をふまえて

明らかにする。また、地域女性のエンパワーメントの課題を整理し、ジェンダー・復興・地域的課題

を提起する。 

災害女性学とは、災害と女性の現実・現場から出発する実践知であり学際的知である。報告者は共

同で 2011 年の東日本大震災を契機に、宮城を中心に女性主体で活動してきた市民団体の実践、災害

研究を辿り、｢災害女性学」の構築に取り組んだ（浅野・天童編 2021）。災害が発生するたびに女性た

ちが直面する諸問題とその背景要因を解明し、解決に向けての力となる思想的・理論的枠組みと実践

的ツールとしての女性学的知の展開が不可欠と考えた。 

日本ではとくに阪神・淡路大震災以降、災害の社会学的・心理学的研究が興隆し、その中で女性視

点は少しずつ盛り込まれてきたが、女性やジェンダー視点を主軸に据えた災害研究は今なお少ない。

なにより災害は人々に等しく影響を与えない。そこには社会的脆弱性と構造的不均衡を背景に、より

弱い立場の人々が被る人為的被害がかかわっている。平常時と非常時を貫くジェンダー秩序の構造的

解明も重要である。 

東日本大震災・女性たちのその後：「災害をめぐる語り」を読み解く 

被災地宮城を例にとれば、多くの市民グループ、女性中心の活動団体もさまざまある中、本報告で

は地域に根ざした活動を継続しているグループによる調査を用いて「女性たちが語る東日本大震災」

の考察を行う（イコールネット仙台ほかの協力による）。データ分析の詳細は発表資料に譲るが、震災

直後のニーズ（水、仮設、生活支援）は、やがて就労・ケア・家族関係など多岐にわたる困難、不安、

葛藤へと変化した。10 年以上の時を経て、家族関係、ジェンダー関係、女性のリーダーシップ、防災・

復興面での意識と実践面での変化もある。 

ヴァルネラビリティからレジリエンスへ 

「人間の復興」を女性のエンパワーメントと関連づけ、SDGs と地域的課題も視野に、レジリエント

な地域社会の構築の根底には、災害時・非日常時における人権の確保、人としての尊厳があることを

論じる。女性を傷つきやすい弱者と位置付けるのではなく、能動的で経済復興、人間の復興の実践者

とみなすエンパワーメント・モデル（天童 2023）で新たな地平が拓かれる。本報告では、その概念モ

デルと展開の鍵となる資源（女性学的知の実践）を提示する。 
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地方自治体ミス・コンテストの現状 

——全国 1788 自治体全数調査の結果報告—— 

 

高橋幸（石巻専修大学）・木村絵里子（日本女子大学）・久保田裕之（日本大学） 

 

目的 

ミス・コンテスト（以下、ミスコンと略記）は 1970年代からその性差別性が女性運動等によって批

判されてきた。とくに公的機関である地方自治体がミスコンを開催することは、1999年に制定された

男女共同参画基本法に照らして問題があることも指摘されている。このように自治体ミスコンに対す

る批判が高まったにもかかわらず、2000 年代以降も自治体名を冠したミスコンは全国で開催され続

けている。この問題状況を分析するためにはまず、毎年のミスコン開催件数とその実態を正確に把握

する必要があるが、ミスコンに関してはそのような基礎データが整備されていない。そこで、本研究

では全国 1788自治体を対象にしたミスコン開催状況に関する全数調査を行った。 

分析データ 

調査対象は、全国 47 都道府県と 1741 市区町村を合わせた計 1788 自治体である。自治体宛てに調

査依頼状を郵送し、オンラインアンケートフォームで（コロナ禍の影響を考慮し）2019年度時点の情

報について回答を求めた。調査期間は 2023年 1月 20日から 6月 30日（5月 10日に回答催促状を送

付）で、回収率は 42.7％（回答数 765件）であった。本調査は JSPS科研費 22K01886の助成を受けて

実施した。分析にあたっては、1989年に堺市女性団体連絡協議会が実施した「全国 3382市町村ミス・

コンテスト実態調査」（回収率 61.3％）と比較を行う。 

分析結果 

2019 年時に主催・共催・後援の形でミスコンを開催していた自治体は 6.8%、助成金交付やその他

の関わり方でミスコンを開催していた自治体を合わせると 13.4%であった。現在では、主催や共催、

後援を避けて助成等という間接的な関わり方が見られる。開催自治体のうち、28.1%が「観光大使」な

どの女性限定的でない名称を用いているが、71.8％は「ミス」や「レディ」といった女性限定的な名

称のコンテストを行っている（回答数＝103）。募集要項の規定を見ると「女性限定」と規定している

自治体が 65.9％、「性別不問」としているのは 34.1％であった（回答数＝132）。審査員のジェンダー

比率の平均は男性 70.1％、女性 29.5％と男性審査員割合が高い（回答数＝61）。このように自治体と

ミスコンの繋がりは形を変えて継続しており、参加資格は女性限定から性別不問へと開かれつつも、

いまだ多くの自治体ミスコンで男性が女性を評価するという性差別的慣行が温存されている。 

【文献】 

堺市女性団体連絡協議会, 1989, 『ミス・コンテスト NON！全国 3328市町村ミス・コンテスト実態調

査資料：わたしたちはなぜミス・コンテストに反対するか』堺市女性団体連絡協議会. 
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「セックスワークにも給付金を」訴訟における「性規範」を言説分析から捉える 

 

 

浅野恵里奈（横浜国立大学） 

 

職業や働き方が多様化する現代において、人々の労働者としての権利は重要なものである。以前

は職業としてみなされていなかった労働が職業と考えられるようになり、フリーランスやキャバク

ラで働く人々が労働組合を組織し、自身の職業の社会的地位を得て、様々な労働者としての権利を

守る活動が活発化してきた。だが、セックスワークは未だに職業差別を受け、労働として認められ

てない。セックスワークとは、他者の性的欲望を満たすために性行為や外見などをサービスとして

提供し、その対価として賃金などの利益を獲得する労働である。 

セックスワーカーは、多くの国と地域で存在しているが、セックスワークを労働として肯定的に

認めている国家や地域が非常に少ない。日本においてもセックスワークは、一般的に肯定的な労働

として捉えられていない。その事例のひとつとして、2022 年 6 月に行われた派遣型風俗店を営む

会社が国を相手に起こした裁判を取り上げる。その裁判では、性風俗関連特殊営業は、性を売り物

にする本質的に不健全な営業であり、社会一般の道徳観念に反するものであるため、新型コロナウ

ィルス感染症緊急経済対策である持続化給付金の対象外とすることは合憲と判断された。しかし、

その性規範に関する具体的な説明は行われておらず、性規範が何を指しているのかは明らかにされ

ていない。なぜ、セックスワークが性規範に反していると断言できるのだろうか。そもそも国民が

共有する性規範とはなにか。本発表では、上記の裁判において述べられた国民が共有しているとさ

れる性規範というものをミシェル・フーコーが論じている性の言説を手掛かりに見出すことを試み

る。 

また、その性規範を言説のひとつと捉え、どのようにセックスワークを逸脱したものだと捉える

社会を形成しているかという点を検討する。言説としての性規範が、セックスワークを規制する法

規制と相まって、セックスワーカーと社会に規律として内在化されていく。そして、言説としての

性規範の内在化によって、思考と行動様式を規律化された個人が増えることで、そこに秩序として

の性規範が生まれるのではないかという仮説を提示したい。 
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タイにおけるハッシュタグ・フェミニズムのうねりを考える 

―地域をこえた「連帯」への足がかりを求めて― 

 
木曽恵子（日本学術振興会／宮城学院女子大学） 

 
本発表では、タイにおける＃MeToo 以降のフェミニズム・ムーブメントの展開を地域研究の視座か

ら分析し、グローバルに拡散されるハッシュタグ・フェミニズムに呼応する地域的な連帯と分断につ

いて考察する。2017 年末に世界的に拡がった#Metoo 運動の波は、東南アジア地域にも打ち寄せ、タ

イでも対抗的公共圏を形成し、フェミニズムの大衆化を促すうねりを引き起こしている。女性の就業

率の高さや SOGI の多様性の社会的受容、コンテンツとしての BL 文化の確立といった印象からジェン

ダー平等なイメージのあるタイだが、ジェンダーに基づく暴力は従来大きな社会問題である。加えて

2014 年に誕生した軍事政権が情報統制に力を入れ、マスメディアでの保守的言説を強調するなか、ハ

ッシュタグを用いたフェミニズム・ムーブメントは、タイのジェンダー化された権力不均衡な社会構

造を浮き彫りにしていった。 

欧米や東アジアと比較すると、タイでは 2017 年末以降すぐに大規模なムーブメントは起こらなか

ったが、著名人によるハッシュタグ・フェミニズムや若い世代が性被害を語り、共有し、社会へと拡

散するデジタル・プラットフォームは、#MeToo に呼応して地道に形成されていった。また 2020 年以

降は、タイで初めての#MeToo 運動と言われる大物政治家による性的暴行の告発を始め、中絶の権利や

性的マイノリティの献血問題、無料の生理用ナプキンの公的提供、同性婚の合法化、プライドパレー

ドなど、ジェンダー課題をめぐる新たな運動が次々に引き起こされた。本発表では、#MeToo 以降にキ

ーポイントとなったいくつかのフェミニズム・ムーブメントに注目し、SNS 空間やオフラインでの活

動において、どのような議論が巻き起こっていったのか、その過程を整理する。 

タイにおける#MeToo 以降のフェミニズム・ムーブメントの展開の特徴として、（1）タイのジェンダ

ー化された権力不均衡な社会構造を露呈し、性暴力被害を個人ではなく、社会全体の問題として捉え

直す取り組みへとつなげていったこと、（2）2020 年以降、デジタル・ネイティブ世代を中心に活発化

する民主化運動と連帯するかたちで、新たな対抗的公共圏を形成していること、（3）ただし地方の中・

高齢者層を中心とする保守層との間には、大きな分断を引き起こしていることを指摘したい。 

本発表は、SNS の活用やインターセクショナリティを主な特徴としてグローバルに拡がる第四波フ

ェミニズムと呼ばれる社会現象について、地域研究の視点から批判的に検討し、そこに地域的な分断

をこえた新たな「連帯」の可能性を探るものである。 

 

＊本報告は、科学研究費補助金（基盤研究 C）「現代アジア女性のサステイナブルなキャリア形成にみ

る比較民族誌的研究」（代表: 伊藤まり子）の助成による研究成果の一部である。 
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ジェンダー主流化の「逸脱」と性的マイノリティの権利保障： 

台湾ジェンダー平等教育法（2004）を権力の交差性から考察する 

 

福永玄弥（東京大学） 

 

 1990 年代以降、東アジア各国で性的マイノリティをめぐる政治的状況は大きく変化したが、中でも

台湾は他国と一線を画している。2019 年に同性婚が法制化され、台湾は現在「アジアでもっとも LGBT

フレンドリーな社会」として知られる。本発表では、台湾の立法で初めて性的マイノリティの人権課

題を包摂したジェンダー平等教育法（性別平等教育法、2004 年）の成立過程を社会学的に分析する。 

ジェンダー平等教育法は「男女平等」を退けて「ジェンダー平等」という概念を採用し、「性別」だ

けでなく「性的指向」や「ジェンダー・アイデンティティ」に基づく差別を禁止した。この立法が「ジ

ェンダー主流化（Gender Mainstreaming）」の成功例として位置づけられたことから、台湾で推進さ

れたジェンダー主流化はつねに性的マイノリティの人権課題を包摂するものとして進展した。北京女

性会議（1995）では「多様性」や「交差性」にも焦点が当てられたものの、そこで提唱されたジェン

ダー主流化は性的マイノリティ女性の権利を排除したものだった。本発表では、ジェンダー平等教育

法が「男女平等」を退けて「ジェンダー平等」概念を採用したことに焦点を当て、その背景を分析し

た。具体的には、同法の起草から制定までの過程に注目し、一連の会議の議事録や作業従事者が刊行

した季刊誌を対象に調査をおこなった。 

 ジェンダー平等教育法が性的マイノリティの人権課題を包摂した背景として、主に以下の二点を指

摘した。第一に、同法の起草過程は、女性運動やフェミニストが立法過程に介入するアクターとして

成長を遂げた時期であり、それは性的マイノリティの社会運動が大きな展開を遂げた時期とも重なっ

た。第二に、起草作業に従事したフェミニストによって同性愛やトランスジェンダーの子どもの脆弱

性が「発見」された点である。民主化の社会潮流のもと、市民に開かれた一連の起草過程では多様な

背景や専門をもつ研究者や活動家の意見が反映された。特に 2000 年に起きた「トランスジェンダー

とみられる中学生」がいじめの被害に遭って学校のトイレで死亡した事件は注目を集め、「男女平等」

という概念では性的マイノリティの子どもを被害者とする「多様なジェンダー暴力」が見過ごされて

しまうことが問題化され、これらを包摂した「ジェンダー平等」が提唱された。そしてジェンダー平

等教育法の制定が台湾におけるジェンダー主流化の成功例として位置づけられたことを契機に、その

後の関連施策は「ジェンダー平等」路線を踏襲していくことになる。このような台湾の動向は、「男女

共同参画」行政が性的マイノリティの人権課題を排除して展開された日本と大きく異なるものである。 

近年、「海外の学校で過激な LGBT 教育が進んでいる」「トランスジェンダーの教育問題が起きてい

る」といったバックラッシュ言説が広がっているが、2004 年から性的マイノリティの人権課題に取り

組んできた台湾の事例を扱う本発表は、これらの保守言説に対して批判的介入を試みるものでもある。 
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開発とジェンダー：困難を抱える女性支援新法とバックラッシュの諸相の考察 

齋藤百合子（大東文化大学） 

1 開発とジェンダー研究：背景と目的 

 「開発と女性」(WID)や「ジェンダーと開発」（GAD）として国際協力の分野で語られるようになった

のは、WID が 1970 年代、GAD が 1990 年代とされる（JICA 2009）。しかし、開発という概念は、Sumner

と Tribe によれば、長期的な社会構造が変容するプロセス、中期・短期的な期間で目的を定めた成果

への期待と 2 つの好意的な変容をもたらす概念と共に西洋的な近代化論の押し付けではないかと批

判的な概念を含めた 3つの側面があるとする（Sumner & Tribe 2002）。GAD が「女性に差別的な制度

や社会システム」の変容をもたらすとするならば、GAD は、先進国から途上国への国際協力の分野に

とどまらず、植民地時代の植民地経営が端緒でもある「開発」の概念を批判的かつ建設的に再考し、

貧困の一因でもある植民地時代の影響にも注視し、女性参政権獲得運動や性差別や性搾取の撤廃など

長期的な社会構造の変容をもたらす概念として再考する必要があるのではないか（藤岡 2005）。 

 本研究は、まず性差別と性搾取を支える制度やシステムの長期的な変容のプロセスを、国際的な人

身取引対策と女性差別撤廃からから分析する。その上で、日本の売春防止法と 2022 年に成立した「困

難を抱える女性の支援に関わる法律」（以下、女性支援法。2024 年 4 月 1日施行）を分析する。さら

に女性支援に関する制度的変更が起こりつつある現在、変容を妨げるバックラッシュについて考察し、

社会制度やシステムが変容するための困難を提示するとともに展望を示すことが目的である。 

２ 人身取引対策、女性差別撤廃、そして売春防止法と女性支援法 

フェミニスト法学者の Charlesworth と Chinkin は、法体系には何世紀にもわたる保守的なジェン

ダー・バイアスが保たれていると指摘した（Charlesworth & Chinkin 2004）。19世紀から 20世紀初

頭にかけて西欧社会を震撼させた白人女性と子供の人身取引を禁ずる国際協定が 1904 年に制定され

たとき、欧米の女性にはまだ参政権はなく、また白人以外の有色人種の女性や子供は除外されていた。

以降、改正と統合がなされ、第二次世界大戦直後の 1946 年、国連は「人身売買及び他人の売春から

の搾取の禁止に関する条約」を発し、加盟国に批准を求めたが、植民地時代の反省は問われなかった。 

 日本政府は、同条約に批准するべく 1956 年に売春防止法を制定したが、売春をせざるを得ない女

性を「転落女子」として更生を求め、人権保障や支援の概念はなかった。2022 年に 66年ぶりに売春

防止法の一部が改正され、女性支援法が成立した。遅々としているが困難を抱えた時の女性（若年女

性含む）や子どもに対する社会的な制度が変わりつつある現在、女性を支援し、人権侵害や性搾取を

問題視する民間団体（事例として一般社団法人 Colabo）に対する妨害、攻撃などのジェンダーバック

ラッシュが横行している。

このような諸相から社会の変容の困難と展望を考察する。
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国際ジェンダー学会 2023 年度大会シンポジウム 

「ジェンダー統計を考える」 

日程：2023 年９月 3 日 14:30-17:00 十文字学園女子大学 9417 教室 

ジェンダー統計とは、ジェンダー間の不平等の状況を数量として把握するための統計のことである。

ジェンダー統計の重要性が国際的には高まっているが、日本では、性別データ未取得や性別集計がさ

れていなかったりする。また、国勢調査では、多様な性に対応した設問にはなっていない。さらに、

多様な性への対応の難しさなどもあり、性別質問を入れないという動きも起きている。本シンポジウ

ムでは、日本におけるジェンダー統計の推進について、以下のような様々な領域、立場から検討する。

報告： 

① 杉橋やよい 専修大学経済学部 「ジェンダー統計の発展に向けて－社会統計学を基礎に」

ジェンダー統計は，男女区分をもつ統計だと考えられがちだが，それでは不十分である。統計生

産という統計調査のすべての段階で，また統計利用や統計活動にも，ジェンダー視点を組み込ん

だのが，（広義の）ジェンダー統計である。これは社会統計学をベースにした捉え方である。社会

統計学にジェンダー視点を組み込むことで，ジェンダー統計の発展方向を示すことができる。本

報告では，統計生産論，統計の品質論および統計制度論を使って，SOGI対応のジェンダー統計の

必要を考えてみたい。

② 河野銀子 山形大学学術研究院「教育分野のジェンダー統計～政策と研究をつなぐ～」

報告者は統計の専門家でないため、教育分野（学術・科学技術含む）のジェンダー研究を進め

るにあたり、ジェンダー統計の不十分さに悩まされてきた経験を踏まえた報告となる。男女共同

参画政策においては、第三次男女共同参画基本計画以降、数値目標が掲げられるようになり、ジ

ェンダー統計の改善が期待されたが依然として途上にある。本報告では、とくに政策課題となっ

ている初中等教員や大学教員等に着目して、実態と課題を報告する。 

③ 村尾祐美子 東洋大学社会学部「仕事の世界のジェンダー統計：情報収集・集計・公表をめぐって」

2022年より従業員 301人以上の事業主には男女間賃金格差の公表が義務付けられたが、仕事の

世界のジェンダー統計にはいまだ課題が山積している。本報告では、自治体で進む事業や調査に

おける性別情報取得のポジティブリスト化とそれに伴う深刻な「意図せざる結果」について述べ

るとともに、このたびの男女間賃金格差の算出法に内包された問題を指摘し、それが当該事業主

以外の公表情報の活用と女性活躍推進の実現にどのような影響を与えるか論じる。 

④ 平森大規 法政大学グローバル教養学部 「性別を「その他」と回答する人はみな性的マイノリ

ティなのか？――ジェンダー統計の精緻化に向けたクィア人口学的分析」

本報告では、ジェンダー統計の充実にあたっては性的指向・性自認のあり方（SOGI）の視点が重

要であるという立場から、日本の人口学分野でこれまで実施されてきた無作為抽出調査における

SOGI 測定法の方法論的研究を概観する。また、最新の実験的モニタ型ウェブ調査の結果から、性

別を「その他」と選んだ回答者の約半数がシスジェンダー女性であることを示し、男女に次ぐ性別

の第 3の選択肢として「その他」という文言を利用することの限界についても考察する。 

ISGS2023年大会 
シンポジウム

9月3日（日）14：30～17：00 
＜9417＞
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